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目次

2021（令和３）年度から2024（令和６）年度自転車等駐車場利用料金収入

自動車等駐車場現行料金一覧表



2021（令和３）年度から2024（令和６）年度自転車等駐車場利用料金収入

利用区分 利用台数 年間料金 利用台数 年間料金 利用台数 年間料金

藤沢駅北口市役所前第１ 一時利用 120 12,400 52 5,200 6 600

定期利用 6,224 11,977,383 6,289 10,729,320 6,275 10,912,213

施設小計 6,344 11,989,783 6,341 10,734,520 6,281 10,912,813

藤沢駅北口市役所前第２ 一時利用 59,810 5,694,150 66,353 6,729,600 75,052 7,582,350

定期利用 5,075 9,430,662 4,993 9,758,833 4,921 9,755,034

施設小計 64,885 15,124,812 71,346 16,488,433 79,973 17,337,384

藤沢駅北口 一時利用 57,265 6,609,950 62,843 7,123,950 73,505 8,417,650

定期利用 7,949 15,283,415 7,204 13,864,784 7,275 13,736,528

施設小計 65,214 21,893,365 70,047 20,988,734 80,780 22,154,178

藤沢駅北口第２ 一時利用 125,377 13,872,350 132,393 15,152,100 136,570 15,763,950

定期利用 10,119 22,014,256 10,119 21,923,696 10,115 21,968,094

施設小計 135,496 35,886,606 142,512 37,075,796 146,685 37,732,044

5 藤沢駅北口路上 一時利用 9,440 926,100 12,358 1,235,800 12,400 1,290,300

藤沢駅南口 一時利用 92,018 10,052,550 95,235 10,278,900 90,913 9,782,850

定期利用 9,892 19,518,182 10,136 19,753,789 10,223 19,912,469

施設小計 101,910 29,570,732 105,371 30,032,689 101,136 29,695,319

7
藤沢駅南口路上第２(R5年から藤沢駅南
口第２ミニバイク含む) 一時利用 28,480 2,790,100 27,460 3,090,250 74,499 8,375,800

8 藤沢駅南口第２ミニバイク 定期利用 891 2,311,900 - - - -

9 藤沢駅南口第２ 一時利用 70,061 6,769,200 76,016 7,568,600 83,692 8,384,050

10 藤沢駅南口路上 一時利用 23,650 2,307,800 24,281 2,428,600 24,461 2,446,600

11 辻堂駅北口 一時利用 54,107 6,123,091 61,357 6,740,500 71,666 7,824,500

定期利用 11,192 22,828,328 12,034 24,039,390 12,108 24,035,536

施設小計 65,299 28,951,419 73,391 30,779,890 83,774 31,860,036

12 辻堂駅北口交通広場 一時利用 78,318 7,825,850 68,276 6,818,450 68,548 7,112,250

定期利用 6,363 12,077,867 6,387 12,066,976 6,209 11,012,567

施設小計 84,681 19,903,717 74,663 18,885,426 74,757 18,124,817

13 辻堂駅南口 一時利用 61,865 6,269,450 63,012 6,278,200 68,745 6,890,200

定期利用 7,735 15,422,267 7,184 14,373,207 6,930 13,782,203

施設小計 69,600 21,691,717 70,196 20,651,407 75,675 20,672,403

14 長後駅東口 一時利用 24,956 2,763,950 27,638 3,082,800 29,520 3,322,400

定期利用 3,528 7,046,055 3,244 6,302,202 3,177 6,266,984

施設小計 28,484 9,810,005 30,882 9,385,002 32,697 9,589,384

15 長後駅西口 一時利用 44,179 4,891,100 49,126 5,609,150 47,886 5,538,650

定期利用 4,054 6,439,900 4,088 6,709,677 4,110 6,455,900

施設小計 48,233 11,331,000 53,214 12,318,827 51,996 11,994,550

16 湘南台駅東口地下 一時利用 50,040 5,003,350 50,069 5,017,100 55,051 5,739,300

定期利用 7,817 15,133,960 7,232 13,930,315 6,500 12,695,004

施設小計 57,857 20,137,310 57,301 18,947,415 61,551 18,434,304

17 湘南台駅東口路上第１ 一時利用 66,530 3,529,650 45,942 4,631,900 42,124 4,633,900

18 湘南台駅東口路上第２ 一時利用 25,076 3,133,400 22,179 2,192,600 19,675 2,143,000

19 六会日大前駅東口 一時利用 27,772 2,774,550 30,745 3,075,400 30,791 3,037,400

定期利用 2,770 4,748,965 2,670 4,527,147 2,613 4,264,617

施設小計 30,542 7,523,515 33,415 7,602,547 33,404 7,302,017

20 六会日大前駅西口 一時利用 25,816 3,105,800 28,379 3,321,650 31,763 3,735,850

定期利用 2,761 6,437,764 2,911 6,854,349 2,690 6,317,202

施設小計 28,577 9,543,564 31,290 10,175,999 34,453 10,053,052

21 善行駅東口 一時利用 23,084 3,497,650 26,930 3,728,800 27,501 3,894,500

定期利用 850 1,601,839 842 1,700,589 865 1,719,500

施設小計 23,934 5,099,489 27,772 5,429,389 28,366 5,614,000

22 善行駅西口 一時利用 9,301 1,836,700 10,887 2,118,200 10,890 2,107,100

定期利用 788 1,765,400 816 1,931,912 802 1,910,663

施設小計 10,089 3,602,100 11,703 4,050,112 11,692 4,017,763

23 藤沢本町駅 一時利用 52,147 7,212,300 143,205 14,376,000 130,242 13,140,350

24 藤沢本町駅第２ 一時利用 12,978 1,855,200 36,896 3,709,300 38,133 3,847,250

25 鵠沼海岸駅 一時利用 99,314 9,698,250 104,403 10,774,350 108,289 11,546,850

定期利用 8,282 16,023,400 8,570 16,727,857 8,530 16,555,010

施設小計 107,596 25,721,650 112,973 27,502,207 116,819 28,101,860

26 片瀬江ノ島第１ 一時利用 64,524 6,379,200 68,079 6,807,800 63,723 6,390,000

27 江ノ島 一時利用 22,451 3,196,700 24,673 3,463,600 24,805 3,491,600

28 鵠沼海岸駅第２（R7年5月から閉鎖） 定期利用 2,354 4,042,600 2,360 4,967,050 2,355 4,593,485

一時利用 1,208,679 128,130,791 1,358,787 145,358,800 1,440,450 156,439,250

施設合計 定期利用 96,290 190,061,543 94,719 185,194,043 93,343 181,299,524

合計 1,304,969 318,192,334 1,453,506 330,552,843 1,533,793 337,738,774

駐車場名
令和４年度 令和５年度 令和６年度
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自転車等駐車場
利用の期
間等

自転車
原動機付
自転車

普通自動
二輪車

１月 2,000円 3,000円

３月 6,000円 9,000円

６月 12,000円 18,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円 200円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１回 100円

１月 2,000円 3,000円 3,500円

３月 6,000円 9,000円 10,500円

６月 12,000円 18,000円 21,000円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円 200円 300円

自転車等駐車場現行料金一覧表

藤沢駅北口自転車
等駐車場

定期利用

地階

１階

２階

３階

一時利用

利用の種別

藤沢駅北口市役所
前第１自転車等駐
車場

定期利用

１階

２階

３階

一時利用

藤沢駅北口市役所
前第２自転車駐車
場

定期利用

Ａ

Ｂ

一時利用
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自転車等駐車場現行料金一覧表

１月 2,000円 3,000円

３月 6,000円 9,000円

６月 12,000円 18,000円

１回 100円 200円

藤沢駅北口路上自
転車駐車場

１回 100円

１月 3,000円

３月 9,000円

６月 18,000円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円 200円

藤沢駅南口路上第
２自転車駐車場

１回 100円

１月 2,500円 3,000円

３月 7,500円 9,000円

６月 15,000円 18,000円

１回 200円 300円

藤沢駅南口第２自
転車駐車場

１回 100円

藤沢駅南口路上自
転車駐車場

１回 100円

一時利用

藤沢駅南口第２ミ
ニバイク駐車場

定期利用

一時利用

一時利用

一時利用

藤沢駅南口自転車
等駐車場

定期利用

地階

１階

２階

３階

一時利用

藤沢駅北口第２自
転車等駐車場

定期利用

一時利用

一時利用
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自転車等駐車場現行料金一覧表

１月 3,000円

３月 9,000円

６月 18,000円

１月 2,000円 3,000円

３月 6,000円 9,000円

６月 12,000円 18,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円 200円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１回 100円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１回 100円一時利用

辻堂駅北口交通広
場自転車駐車場

定期利用

１階

２階

一時利用

辻堂駅南口自転車
駐車場

定期利用

１階

２階

３階

辻堂駅北口自転車
等駐車場

定期利用

地階

１階

２階

３階

一時利用
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自転車等駐車場現行料金一覧表

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１月 2,500円

３月 7,500円

６月 15,000円

１回 100円 200円

１月 1,500円 2,500円

３月 4,500円 7,500円

６月 9,000円 15,000円

１回 100円 200円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１回 100円

湘南台駅東口路上
第１自転車駐車場

１回 100円

湘南台駅東口路上
第２自転車駐車場

１回 100円

一時利用

一時利用

長後駅西口自転車
等駐車場

定期利用

一時利用

湘南台駅東口地下
自転車駐車場

定期利用

学生

一般

一時利用

長後駅東口自転車
等駐車場

定期利用

１階

２階

３階

屋外

一時利用
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自転車等駐車場現行料金一覧表

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円

１月 1,800円 3,000円 3,500円

３月 5,400円 9,000円 10,500円

６月 10,800円 18,000円 21,000円

１月 2,000円 3,000円 3,500円

３月 6,000円 9,000円 10,500円

６月 12,000円 18,000円 21,000円

１回 100円 200円 300円

１月 1,500円 2,500円 3,000円

３月 4,500円 7,500円 9,000円

６月 9,000円 15,000円 18,000円

１回 100円 200円 300円

１月 1,500円 2,500円 3,000円

３月 4,500円 7,500円 9,000円

６月 9,000円 15,000円 18,000円

１回 100円 200円 300円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円

藤沢本町駅第２自
転車駐車場

定期利用

一時利用

善行駅西口自転車
等駐車場

定期利用

一時利用

藤沢本町駅自転車
駐車場

定期利用

一時利用

六会日大前駅西口
自転車等駐車場

定期利用

学生

一般

一時利用

善行駅東口自転車
等駐車場

定期利用

一時利用

六会日大前駅東口
自転車駐車場

定期利用

１階

２階

３階

一時利用
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自転車等駐車場現行料金一覧表

１月 2,000円

３月 6,000円

６月 12,000円

１月 1,800円

３月 5,400円

６月 10,800円

１月 1,500円 2,500円 3,000円

３月 4,500円 7,500円 9,000円

６月 9,000円 15,000円 18,000円

１回 100円 200円 300円

１月 1,500円

３月 4,500円

６月 9,000円

１回 100円

１月 1,500円 2,500円 3,000円

３月 4,500円 7,500円 9,000円

６月 9,000円 15,000円 18,000円

１回 100円 200円 300円

片瀬江ノ島駅第１
自転車駐車場

定期利用

一時利用

江ノ島駅自転車等
駐車場

定期利用

一時利用

鵠沼海岸駅自転車
等駐車場

定期利用

１階

２階

屋外

一時利用

7



 

 

                     1 

 

令和８年６月藤沢市議会定例会 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 １ 

 

  

  公共料金の見直しについて（改定案報告） 

 

公共料金の見直しについては、社会経済情勢により物価高騰や労務費が上昇

する中、公共施設の維持管理費や行政サービスのコスト上昇等への対応に必要

となる歳入増加が見込めないことから、受益と負担の適正化及び財源確保等を

図るため令和９年度の予算編成に向け実施することとし、令和８年２月市議会

定例会総務常任委員会において、中間報告を行いましたが、この度、見直し検

討が完了し改定案を作成いたしましたので、報告するものです。 

 

１ 見直し検討及び結果 

  公共料金のコスト分析において、原則、受益者負担割合が６６．７％未満の

ものについては、受益者負担割合の区分に応じた改定率を基準に、料金改定の

可否について検討しました。 

  検討過程においては、各使用料及び手数料のコスト分析を実施するととも

に、数年先の財政状況や今後の人口減少社会等を見据え、執行体制の在り方な

どコストの縮減策や後年度負担などを考慮しました。 

 

（１）コスト分析の実施状況について 

 ア 有料・無料別件数 

 施設利用等 

に係る使用料 

証明書発行等 

に係る手数料 

合 計 

 

有 料     ９２８件     １９１件 １，１１９件    

無 料       ５件       ０件       ５件 

合 計     ９３３件     １９１件 １，１２４件 

※分析の再精査等により、令和８年２月総務常任委員会報告から件数・内訳に変動あり 

 

イ 受益者負担割合別件数 

受益者負担割合 

  区 分 

施設利用等 

に係る使用料 

証明書発行等に

係る手数料 

合 計 

 

料金改定の 

対象・対象外 

66.7％以上   ５８７件 １２７件 ７１４件 対象外 

66.7％未満   ３４６件 ６４件 ４１０件 対象 

４１０件  

 

33.4％～ 

66.7％未満 

２５０件        ３０件 ２８０件 

 33.4％未満   ９６件      ３４件 １３０件 

合 計      ９３３件     １９１件 １,１２４件  

 

 

参考資料２　

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
長方形
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区 分 
受益者 

負担割合 

改定率 

(参考) 
現行料金 

改定率 

料金 

改定 

料金案 

 

体育室 

 

午前 20.27％ 180％ 1,370円 2,466円 2,500円 

午後 29.60％ 170％ 2,000円 3,400円 3,400円 

夜間 44.99％ 160％ 3,040円 4,864円 4,900円 

体育室

（スポー

ツ以外） 

午前 40.84％ 160％ 2,760円 4,416円 4,450円 

午後 48.84％ 160％ 3,300円 5,280円 5,300円 

夜間 51.80％ 150％ 3,500円 5,250円 5,600円 

会議室 

午前 44.05％ 160％ 240円 384円 400円 

午後 55.06％ 150％ 300円 450円 450円 

夜間 91.76％ － 500円 － － 

 

シ 青少年会館（集会室を除く）（所管課 青少年課） 

受益者負担割合区分による改定率を参考に改定 

※料金は１時間あたり  

区 分 
受益者 

負担割合 

改定率 

（参考） 
現行料金 

改定率 

料金 

改定 

料金案 

藤沢 

 

 

 

体育室 23.99％ 180％ 500円 900円 600円 

第１談話室 31.35％ 170％ 200円 340円 300円 

第２談話室 30.09％ 170％ 200円 340円 300円 

第３談話室 29.17％ 170％ 200円 340円 300円 

和室      54.51％ 150％ 150円 225円 200円 

集会室 26.65％ 170％ 500円 850円 600円 

団体活動室 36.24％ 160％ 200円 320円 300円 

辻堂 談話室 19.17％ 200％ 400円 800円 500円 

和室 36.73％ 160％ 160円 256円 200円 

 

ス 看護専門学校授業料（所管課 教務課） 

    過去の改定額及び受益者負担割合区分の改定率を参考に改定 

区 分 
受益者 

負担割合 

改定率 

（参考） 
現行料金 

改定率 

料金 

改定 

料金案 

授業料    32.92％  170％ 176,400円 299,880円 212,400円 

 

セ 自転車等駐車場一時利用（所管課 道路下水道総務課） 

駐輪場運営に係る費用全体を勘案して上限を設定し、料金設定は市の承 

認を得て、指定管理者が定める    

※原動機付自転車は新基準で 125ｃｃ以下となり普通自動二輪車と統一 

※料金は１日あたり 

 

Administrator
ハイライト表示
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区 分 
受益者 

負担割合 

改定率 

（参考） 
現行料金 

改定率 

料金 

改定 

料金案 

自転車 71.60％ － 100円 － 150円 

原動機付 

自転車 

 

122.32％ 

 

－ 

 

200円 

 

－ 

 

 

450円 

  

 

普通自動 

二輪車（125

ｃｃ以下） 

    

150.60％ 

  

 － 

  

300円 

  

 － 

 

ソ 自転車等駐車場定期利用（所管課 道路下水道総務課） 

駐輪場運営に係る費用全体を勘案して上限を設定し、料金設定は市の承 

認を得て、指定管理者が定める 

※原動機付自転車は新基準で 125ｃｃ以下となり普通自動二輪車と統一 

※料金は１月あたり    

区 分 
受益者 

負担割合 

改定率 

（参考） 
現行料金 

改定率 

料金 

改定 

料金案 

 

自転車 

 

屋外屋根

なし 

 

28.06％ 

 

170％ 

 

1,500円 

 

2,550円 

 

3,000円 

地階１階 56.16％ 150％ 2,000円 3,000円 

２階 55.51％ 150％ 1,800円 2,700円 

３階 43.47％ 160％ 1,500円 2,400円 

 学生 41.34％ 160％ 1,800円 2,880円 

原動機付

自転車 

屋外屋根

なし 

 

50.28％ 

 

150％ 

 

2,500円 

 

3,750円 

 

 

 

9,000円 

 

 

地階１階 76.81％ － 3,000円 － 

普通自動

二輪車

（125ｃｃ

以下） 

屋外屋根

なし 

 

51.98％ 

 

150％ 

 

3,000円 

 

4,500円 

 

地階１階 

 

70.61％ 

 

－ 

 

3,500円 

 

－ 

   

タ 八ヶ岳野外体験教室宿泊料（所管課 教育総務課） 

   市内在住者等の利用料金については受益者負担割合区分による改定率を

参考に改定 

市外在住者の利用料金については藤沢市八ヶ岳野外体験教室周辺の類似

施設の料金設定を参考に、市内在住者等料金の２倍とする 

   ※料金は１人１泊あたり 

 

 

 

Administrator
ハイライト表示



業者名
契約金額
（税込み）

契約期間 Ｒ８

18,387,156 2014/4/1 18,387,156

2046/9/30

848,739 2026/4/1 848,739

2027/3/31

5,277,984 2026/4/1 5,277,984

2027/3/31

17,600,000 2021/7/16 2,933,328

2027/7/15

17,600,000 2022/10/1 2,933,328

2028/9/30

673,200 2026/4/1 673,200

2027/3/31

1,104,840 2026/4/1 1,104,840

2027/3/31

700,920 2026/4/1 700,920

2027/3/31

1,888,040 2026/6/1 1,888,040

2027/3/31
 内： 1,133,000

再リース10ヶ月分

31,426,560 2021/7/16 5,237,760

2027/7/15

10,771,200 2021/12/1 1,795,200

2027/11/30

23,094,720 2022/2/1 3,849,120

2028/1/31

11,416,680 2022/1/17 1,902,780

2028/1/16

45,296,064 2022/10/1 7,549,344

2028/9/30

9,218,880 2022/10/1 1,536,480

2028/9/30

15,032,160 2022/11/1 2,505,360

2028/10/31

13,196,304 2022/12/1 2,199,384

2028/11/30

31,505,760 2023/2/1 5,250,960

2029/1/31

16,972,560 2023/7/1 2,828,760

2029/6/30

18,675,360 2024/3/1 3,112,560

2030/2/28

15,697,440 2023/12/1 2,616,240

2029/11/30

17,265,600 2024/2/1 2,877,600

2030/1/31

26,468,640 2024/4/1 4,411,440

2030/3/31

20,829,600 2024/11/1 3,471,600

2030/10/31

6,636,960 2025/4/1 1,106,160

2031/3/31

36,962,640 2025/12/1 6,160,440

2031/11/30

4,435,200 2026/2/1 739,200

2032/1/31

29,858,400 2026/4/1 4,976,400

2032/3/31

22,730,400 2026/4/1 3,788,400

2032/3/31

10,185,120 2026/10/1 848,760

2032/9/30

電気料金（湘南台駅東口地下自転
車駐車場）

令和７年度分 547,200

電気料金（辻堂駅北口交通広場自
転車駐車場）

令和７年度分 285,597

アマノ（株）

善行駅東口自転車等駐車場管理
システム賃貸借（再リース）

善行駅西口自転車等駐車場管理
システム賃貸借（再リース）

電気料金

契　約
区分 工事名称

藤沢本町第２自転車駐車場
土地使用料

市営有料
土地

藤沢駅北口第２自転車等駐車場
土地賃借料

藤沢本町駅自転車駐車場管理棟
賃貸借

市営有料
管理棟

江ノ島駅自転車等駐車場管理棟
賃貸借

東海技研（株）

藤沢駅北口路上自転車駐車場管
理システム賃貸借

東海技研（株）

江ノ島駅自転車等駐車場管理シス
テム賃貸借

アマノ（株）

（株）ニチプレ

片瀬江ノ島駅第１自転車駐車場管
理システム賃貸借（再リース）

アマノ（株）

湘南台駅東口路上自転車駐車場
管理システム賃貸借（再リース）

アマノ（株）

藤沢本町駅第２自転車駐車場管
理システム賃貸借

東海技研（株）

藤沢本町駅自転車駐車場管理シ
ステム賃貸借

アマノ（株）

藤沢駅南口第２自転車駐車場管
理システム賃貸借

アマノ（株）

藤沢駅北口市役所前第１及び第２
自転車駐車場管理システム賃貸借

湘南台駅東口地下自転車駐車場
管理システム賃貸借

アマノ（株）

長後駅東口自転車等駐車場管理
システム賃貸借

東海技研（株）

辻堂駅南口自転車駐車場管理シ
ステム賃貸借

藤沢駅北口第２自転車等駐車場
管理システム賃貸借

本鵠沼駅第１自転車駐車場管理シ
ステム賃貸借

アマノ（株）

アマノ（株）

六会日大前駅東口自転車駐車場
管理システム賃貸借

藤沢駅北口自転車等駐車場管理
システム賃貸借

辻堂駅北口交通広場自転車駐車
場管理システム賃貸借

藤沢駅南口路上自転車駐車場管
理システム賃貸借

東海技研（株）
藤沢駅南口自転車等駐車場管理
システム賃貸借

アマノ（株）

辻堂駅北口自転車等駐車場管理
システム賃貸借

（株）ビシクレット

アマノ（株）

六会日大前駅西口自転車等駐車
場管理システム賃貸借

アマノ（株）

参考資料３

104,344,280計

料金については参考額
年度ごとに変動するもの

市営有料
管理システム

アマノ（株）

NCD（株）

藤沢駅南口路上第２自転車及び第
２ミニバイク駐車場土地賃貸借

アマノ（株）

長後駅西口自転車等駐車場管理
システム賃貸借

アマノ（株）

東海技研（株）

藤沢駅南口路上第２自転車及び第
２ミニバイク駐車場管理システム賃
貸借

アマノ（株）

鵠沼海岸駅自転車等駐車場管理
システム賃貸借
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○藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

平成15年12月９日条例第19号 

改正 

平成16年12月３日条例第６号 

令和４年12月22日条例第17号 

藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２第４項の

規定に基づき、この市の公の施設の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（指定管理者の指定の申請） 

第２条 法人その他の団体であつて指定管理者の指定を受けようとするものは、規則で定める申請書

に事業計画書その他の規則で定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（指定管理者の指定） 

第３条 市長は、前条の申請書及び書類が提出されたときは、当該申請書及び書類を提出した団体の

うちから次の各号のいずれにも該当する団体でこの市の公の施設（以下単に「公の施設」という。）

の管理を行わせるにつき最適なものを候補者として選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定す

るものとする。 

(１) 公の施設の管理を行うに当たり、市民の平等な利用を確保することができる団体であること。 

(２) 事業計画書の内容により、当該管理を行う公の施設の効用を最大限に発揮させることができ、

かつ、その管理に係る経費の縮減を図ることができると認められる団体であること。 

(３) 事業計画書の内容に沿つた公の施設の管理を安定して行うことができる物的能力及び人的能

力を有している団体であること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、公の施設の設置の目的を達成するために必要な能力を十分に有

している団体であること。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第４条 指定管理者は、毎会計年度の終了後（法第244条の２第11項の規定により指定を取り消された

場合にあつては、その取り消された日後）、規則で定めるところにより、その管理する公の施設に

関する事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（指定の取消し等による損害賠償の免責） 

第５条 法第244条の２第11項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて公の施設の管理の業務

の全部若しくは一部の停止を命じたことにより、当該指定管理者に損害が生じた場合であつても、

市長は、その賠償の責めを負わない。 

（原状回復義務） 

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消され、若しくは期間を定めて公の施設の管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられ

たときは、その管理をしないこととなつた公の施設の施設又は設備を速やかに原状に回復しなけれ

ばならない。ただし、市長の承認を得たときは、この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第７条 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する公の施設の施設又は設備を損傷し、又は汚

損したときは、それによつて生じた損害に相当する額をこの市に賠償しなければならない。ただし、

市長がやむを得ない事情があると認めたときは、この限りでない。 

（個人情報の取扱い等） 

第８条 指定管理者又はその管理する公の施設の管理の業務に従事している者は、その管理する公の

施設の管理の業務を行うに当たつては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の定

めるところにより個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

２ 指定管理者（公の施設を利用する権利に関する処分の権限を有するものに限る。）は、その管理

する公の施設の管理の業務により保有することとなつた情報について公開請求があつたときは、藤

沢市情報公開条例（平成13年藤沢市条例第３号）の定めるところにより公開しなければならない。 
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（指定管理者の指定等の告示） 

第９条 市長は、第３条の規定により指定管理者の指定をしたとき、又は法第244条の２第11項の規定

により指定管理者の指定を取り消したときは、その旨を告示するものとする。 

（教育委員会が管理する公の施設への適用） 

第10条 この条例を教育委員会が管理する公の施設に適用する場合においては、この条例中「市長」

とあるのは「教育委員会」と、「規則」とあるのは「教育委員会規則」とする。 

（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成16年条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年条例第17号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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○藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

平成15年12月９日規則第14号 

藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成15年藤沢市条

例第19号。以下「条例」という。）の委任事項及び条例の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（指定の申請書等） 

第２条 条例第２条に規定する規則で定める申請書は、指定管理者指定申請書（第１号様式）とする。 

２ 条例第２条に規定する規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(１) 事業計画書 

(２) 指定を受けようとする団体の概要を記載した書面 

(３) 指定を受けようとする団体の活動実績を記載した書面 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（申請者に対する通知） 

第３条 市長は、条例第３条の規定により候補者を選定した場合において、当該候補者として選定さ

れなかつた団体があるときは、当該団体に対して指定管理者指定等決定通知書（第２号様式）によ

り指定管理者の指定をしない旨を通知するものとする。 

２ 市長は、条例第３条の規定により指定管理者の指定をしたときは、当該指定管理者として指定し

た団体に対して指定管理者指定等決定通知書によりその旨を通知するものとする。 

（事業報告書の提出時期等） 

第４条 条例第４条の事業報告書は、指定管理者事業報告書（第３号様式）とする。 

２ 条例第４条の規定による事業報告書の提出の期限は、毎会計年度終了後３月（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第244条の２第11項の規定により指定を取り消された場合にあつては、その取り消

された日後１月）とする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、当該期限を延

長することができる。 

３ 第１項の事業報告書に記載すべき事項は、その管理する公の施設に関する次に掲げる事項とする。 

(１) 管理業務の実施状況及び利用状況 

(２) 使用料又は利用に係る料金を指定管理者の収入として収受させている場合にあつては、当該

使用料又は利用に係る料金の収入の実績 

(３) 管理に係る経費の収支状況 

(４) 前３号に掲げるもののほか、管理の実態を把握するために必要なものとして市長が指定する

事項 

（告示する事項） 

第５条 条例第９条の規定により指定管理者の指定をした場合において告示する事項は、次のとおり

とする。 

(１) 指定をした日 

(２) 管理を行わせる公の施設の名称 

(３) 指定を受けた団体の名称及び事務所の所在地 

(４) 指定の期間 

２ 条例第９条の規定により指定管理者の指定を取り消した場合において告示する事項は、次のとお

りとする。 

(１) 指定を取り消した日 

(２) 指定を取り消された団体が管理を行つていた公の施設の名称 

(３) 指定を取り消された団体の名称及び事務所の所在地 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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第１号様式（第２条関係） 
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第２号様式（第３条関係） 
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第３号様式（第４条関係） 
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藤沢市指定管理者制度導入及び運用の基本方針 
平成２０年１月策定 

令和７年５月最終改正 
 

第１ 趣旨                                                     

指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施

設である公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、

住民サービスの質の向上を図っていくため、平成１５年９月に設けられました。 

指定管理者制度は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指定管理者制度の導入の適否

を含め、幅広く自治体の自主性に委ねる制度となっていることから、「藤沢市指定管

理者制度導入及び運用の基本方針」（以下「基本方針」という。）を定めたものです。 

なお、この基本方針は国の制度変更や市の施設を取り巻く情勢等に応じ、必要によ

り改定を行います。 

 

第２ 制度の導入及び運用の方針                                               

１  直営施設 

現在直営となっている施設については、施設の設置目的やその形態等に照らし、現

在の管理状況や執行体制等について充分な検証を行うとともに、時代背景も踏まえた

今後の施設のあり方や運営形態（直営・指定管理者制度導入・検討継続等）について

引き続き検討を行い、指定管理者による管理がより効率的、効果的と認められる状況

となった場合は、指定管理者制度に移行するものとします。 

 

２ 新規設置施設 

新たに設置する施設についても、直営施設と同様の視点から検討を行い、より効率

的、効果的と認められる施設については、指定管理者制度を導入するものとします。 

 

３ 指定管理施設 

すでに指定管理者制度を導入している施設については、指定管理者制度以外の管

理手法による管理がより効率的、効果的と認められる状況となった場合は、指定管理

者制度による管理を見直すものとします。 

 

第３ 指定管理者への委任・代行の形態                                  

指定管理者に管理を委任し、又は代行させる基本的な形態は次のとおりとします。 

（１）施設の管理運営に加え、施設の設置目的に関連する市の指定事業の実施 
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（２）施設の管理運営に加え、施設の設置目的に関連する事業の企画立案実施 

なお、これらを基本としたうえで、無料施設か有料施設か、有料施設の場合は利  

用料金制（指定管理者の収入）を採用するか否か、同一施設が複数ある場合に一括指定

とするか個別指定とするかなど、施設の設置目的に照らし、施設の効用が最大限図られ

るような形態を採用するものとします。 

 

第４ 制度導入（更新）スケジュール                                     

指定管理者制度を新規導入する場合又はすでに導入した施設の指定管理者の更新を

行う場合は、次のスケジュール（例）を参考に手続きを進めるものとします。 

 

１ 新規導入スケジュール（例） 

５月～６月上旬  審査選定委員会（審査基準、募集要項等の審議） 

６月議会        条例改正議案の提出 

７月～８月上旬 公募 

８月中旬～９月  審査選定委員会（候補者の選定） 

１２月議会    指定議案の提出 

        補正予算において債務負担行為の設定 

１月～３月   指定管理者への引き継ぎ準備・基本協定の締結 

基本協定締結後、年度ごとに年度協定を締結します。 

 

２ 更新スケジュール（例） 

５月～６月   審査選定委員会（審査基準、募集要項等の審議） 

  ６月～７月    公募 

８月～９月      審査選定委員会（候補者の選定） 

１２月議会     指定議案の提出 

補正予算において債務負担行為の設定 

１月～３月   指定管理者交替の場合は引き継ぎ準備・基本協定の締結 

基本協定締結後、年度ごとに年度協定を締結します。 

 

第５ 指定管理者の選定方法                                         

１ 公募による選定 

指定管理者の選定は、競争性を担保したうえで公平性・透明性に配慮すべきである

ため、原則として公募により選定を行うものとします。 

２ 公募によらない選定 

公募の原則にかかわらず、次に該当する施設については指定管理者を特定して公募

によらない選定（以下「非公募」という。）ができるものとします。 
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なお、非公募とする場合は、理事者への確認を経て決定するものとします。 

（１）特定の団体が実施する事業と密接不可分な関係にあり、当該事業との一体的運営

が必要な施設、又は施設の設置目的やその特性等に照らし、特定の団体に管理させ

ることが適当と認められる施設 

（２）施設の管理を指定管理者に委任している場合において、当該指定期間内に新設さ

れる同一施設 

（３）特別の事情があり指定管理者を特定して選定することが合理的と認められる施設 

（例） 

ア 公募において応募団体がなかった場合又は応募者から候補者を選定できなかっ

た場合で、かつ、再度公募を行う時間的余裕がないとき 

イ 指定管理者の指定取消を行った場合に、施設閉鎖を回避する必要があるとき 

ウ 施設の建替えや廃止等により、次期指定管理期間が短期間（概ね２年程度）であ

り、現指定管理者を特定して選定することが合理的である場合 

 

３ 募集要項、仕様書及び審査基準 

（１）募集要項及び仕様書の作成 

施設所管課は、施設概要、業務の範囲、管理基準、指定管理料、応募資格、応募

手続等を示した募集要項を作成するとともに、業務内容等の詳細、市が求める水準

等を具体的に示す仕様書を作成します。 

なお、募集要項及び仕様書は指定管理者の選定方法にかかわらず作成する必要が

あります。 

（２）指定管理料の提案上限額の設定 

施設所管課は指定管理料の提案上限額を提示することとし、市が求める事業規模

を応募者に示します。 

（３）性能発注方式の検討 

施設所管課は、募集要項等の作成に当たっては、指定管理者が有するノウハウの

活用や創意工夫の視点から、現状の「仕様発注方式」に替えて「性能発注方式」の

導入を検討します。 

【仕様発注】 

市が業務の仕様の詳細を示し、指定管理者は当該仕様に従って業務を行う。 

（例）開館時間は来館者に対応するため常時３人以上の職員を配置すること 

【性能発注】 

 市は業務で満たすべき要件や水準のみを示し、指定管理者はその性能を確保する

ために自らの裁量により自由に業務を行う。 

（例）開館時間は常時来館者に対応できる職員の配置体制を整備すること 

（４）審査基準表の作成 
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藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条各号に掲げる

もののほか、施設の特性や設置目的を勘案し、最も効率的・効果的であり、かつ安

定した管理運営が行える団体を選定できるよう、審査選定において必要な基準を定

めるものとします。 

（藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条各号） 

（１）公の施設の管理を行うに当たり、市民の平等な利用を確保することができる団

体であること。 

（２）事業計画書の内容により、当該管理を行う公の施設の効用を最大限に発揮させ

ることができ、かつ、その管理に係る経費の縮減を図ることができると認められ

る団体であること。 

（３）事業計画書の内容に沿つた公の施設の管理を安定して行うことができる物的能

力及び人的能力を有している団体であること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、公の施設の設置の目的を達成するために必要な能

力を十分に有している団体であること。 

 

 

第６ 選定の手続                                                   

１  審査選定委員会の設置及び所掌事務等 

指定管理者の選定方法（第５の２（２）に該当する施設を除く。）にかかわらず、

施設所管課において定める「審査選定委員会の設置に関する規程」に基づき、審査選

定委員会を設置するものとします。 

なお、審査選定委員会の事務の担当は、施設所管課とします。 

（１）所掌事務 

ア 応募団体の審査、選定に関すること 

イ その他、審査に関して必要と認めるもの 

（２）委員構成 

次の区分ごとに、それぞれ示す委員構成を基本とします。なお、委員数は、委員

長を含め最大で１０人とします。 

ア 新規導入施設の場合 

指定管理者制度を所管する担当副市長を委員長とし、委員には４人以上の部

長級職員を選出（指定管理者制度を所管する部等の長、総務部長、企画政策部

長及び財務部長を中心に、施設ごとに委員長が必要と認める職員のうちから選

出）するほか、財務の専門家及び施設の特性等に応じた複数人の学識経験者等

で構成するものとします。 

イ 更新施設の場合 
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指定管理者制度を所管する部等の長を委員長とし、委員には３人以上の職員

を選出（行政総務課、企画政策課及び財政課の職員を中心に、施設ごとに委員

長が必要と認める職員のうちから選出）するほか、財務の専門家及び施設の特

性等に応じた複数人の学識経験者等で構成するものとします。 

（３）会議の公開 

審査選定委員会における会議は、指定管理者の指定という行政処分行為を行う前

提となる内部的な審査を行うほか、民間事業者等のノウハウなど非公開情報を取り

扱うことが予定されていることから、原則として非公開とします。ただし、施設の

特性等により、公開によるプレゼンテーションを実施する必要があるなどの場合

は、募集の際にその旨を明示したうえで、公開できるものとします。 

（４）会議録の取扱い 

会議録（添付された資料等を含む。）の公開に当たっては、藤沢市情報公開条例

に照らし、非公開情報が公開されることのないよう慎重に取り扱うものとします。 

（５）審査方法 

審査選定委員会における審査は、提案書等の書面による審査に加え、原則として

応募団体によるプレゼンテーションを実施するものとします。審査における採点は

各委員の採点を原則とします。また、一定の委員数（６人以上が目安）が確保され

る場合には、最高点、最低点を除く残り委員の合計点を得点とすることも可としま

す。 

これらの審査を行うに当たっては、採点者名が識別されないよう配慮を行うもの

とし、指定管理者候補者として最適な団体を選定するほか、原則として第２順位（次

点）候補者まで選定するものとします。 

また、非公募の場合においても、提案書等の書面による審査のほか、当該団体に

よる説明や団体の意見聴取を実施するなど、プレゼンテーションに準じた審査を行

うよう努めるものとします。 

なお、応募団体と利害関係にあると認められる委員は、当該施設の審査に関与す

ることができないものとします。委員と応募団体との利害関係は施設所管課で確認

するとともに、委員と応募者双方に利害関係がないことの確認書等の提出を依頼

し、公平な審査を行うこととします。 

 

２ 指定期間 

指定管理者に管理運営を委ねる期間は、５年を基本とします。ただし、１０年を超

えない範囲内で施設の特性や整備状況に応じて指定期間を設定できることとします。 

 

３ 公募の方法 

（１）公募期間 
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施設の種類、規模等にかかわらず、応募者側が十分に準備できるよう、公募する

期間は原則として１か月以上とします。 

（２）周知方法 

広報「ふじさわ」や市ホームページへの掲載、ＳＮＳ等の活用、必要に応じて指

定管理者制度や施設の該当分野の専門誌等への広告掲載等、広く応募を求めること

とします。 

（３）応募者への説明 

募集要項を作成し、配布するとともに、説明会（現場説明）を実施するなど、   

施設管理の現状や利用者の状況、質疑応答内容等の情報提供を応募者全員に行い、

公平性の確保に努めることとします。 

 

４ 非公募の方法 

選定方法を非公募とする場合は、特定した団体等に募集要項及び仕様書等を提供す

るとともに、指定管理者として求める内容や応募手続等の説明を行います。 

 

５ 選定結果の通知及び公表等 

公募による場合において、審査選定委員会による選定の結果、候補者第１順位及

び第２順位となった団体に対しては、市長への報告終了後、速やかに「標準様式 

１」及び「標準様式２」を参考に、結果を通知するものとします。この場合におい

て、候補者第１順位及び第２順位に選定された団体以外の団体に対しては、藤沢市公

の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（以下「規則」という。）

第３条第１項の規定による通知（指定しない旨の決定通知）をするものとします。 

また、審査選定委員会における選定結果については、その経過や審査基準、評価

結果を、「標準様式３」を参考に、候補者第１順位に選定された団体以外の応募団体

名が識別されないよう配慮を行ったうえで、市ホームページ上で公表するものとし

ます。その後、候補者第１順位の団体の指定議案が議決された場合には、当該団体に

対して規則第３条第２項の規定による通知（指定する旨の決定通知）をするとともに

指定の告示を行うものとします。また、第２順位となっていた団体に対しては、改め

て規則第３条第１項の規定による通知（指定しない旨の決定通知）をするものとしま

す。 

なお、候補者第１順位の団体の指定議案が否決された場合は、否決にいたった理

由を考慮して、第２順位の団体の指定議案を再提出する、又は改めて審査選定委員会

を開催する等、個別に判断する必要があります。 

非公募による場合についても、その審査結果の通知、公表及び指定議案議決後の

通知及び告示は、公募の場合に準じて行うものとします。 
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第７ 指定管理者の指定                                                            

１ 指定の議決 

指定管理者候補者の選定が終了すると、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に

基づき、指定のための議案を議会に提出することになりますが、その際には議案資料を

あわせて提出することとします。 

議案資料は、「標準様式４」及び「標準様式５」を参考に、選定経過等を簡潔にまと

めるとともに、選定の理由（評価ポイント、得点等）を必ず記載することとします。 

また、議案資料には、当該候補者と事前調整のうえ、事業計画を添付するものとしま

す。 

２ 債務負担行為の設定 

 指定期間における債務負担行為を設定します。債務負担行為の限度額は、原則として

指定管理者が提案する事業計画（収支計画）に基づき、年度ごとの支出額を積み上げて

限度額を設定します。 

 なお、指定管理料が発生しない施設については、債務負担行為の設定の必要はありま

せん。 

 

第８ 協定の締結                                                

指定管理者制度は、「指定」という行政処分により公の施設の管理運営の委任・代行

をさせることから、「契約」を結ぶ必要はないとされていますが、管理経費や細目的事

項については地方公共団体と指定管理者との間の協議により定めることとし、指定手続

とは別に「協定」を締結することが適当であるとされていることから、基本協定及び年

度協定の締結を行うものとします。 

 

第９ 制度導入による効果の検証                                      

指定管理者制度を導入した施設については、施設所管課において、財政面における効

果及び次に掲げる効果について検証を行うこととします。ただし、新規設置施設や従前

の管理委託等経費の算出が困難な施設に関しては、この限りでありません。 

また、国の制度改正や社会情勢の変化等に伴い、指定管理者制度以外の管理手法によ

る管理がより効率的、効果的と認められる状況となった場合は、指定管理者制度から別

の手法への移行について検討することとします。 

１ 市目線の効果 

（１）指定管理者に使用許可の権限を与えることにより、市の負担を減らすことができ

る。 

（２）施設の目的の範囲かつ市が認める範囲で指定管理者に事業を任せることができ

る。 

２ 市民目線の効果 

（１）民間のアイデアによる新たな事業サービスを受けることができる。 
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（２）単年度会計に縛られない長期的なサービスを受けることができる。 

３ 指定管理者目線の効果 

（１）指定期間は安定した管理運営業務を受託することができる。 

（２）自ら施設を調達せずに、施設を用いて事業を実施できる。 

（３）経営努力により当初計画を上回る利益を生み出すことができる。 

（４）ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動の実績になる。 

 

第１０ モニタリング及び公の施設指定管理者評価委員会評価                                

指定管理者制度を導入した全ての施設における管理運営サービスの質の向上を目的

に、その管理運営の状況に関して、施設所管課及び指定管理者によるモニタリング及び

公の施設指定管理者評価委員会（以下「評価委員会」という。）による評価を行うもの

とします。 

 

１ モニタリング 

（１）モニタリングの方法及び対象となる施設 

指定管理者が協定を締結する際に確認した仕様どおりの管理運営を行っている

かどうかのチェックを、指定管理者制度を導入した全ての施設を対象に、施設所管

課及び指定管理者の双方で行うものとします。 

（２）モニタリングの実施時期 

モニタリングは毎年度行うものとし、年度における実施時期は、施設所管課が半

期ごと（年度中に２回）に、指定管理者が四半期ごと（年度中に４回）に行うもの

とします。 

なお、施設所管課は指定管理者から提出された事業報告書の記載内容等とモニタ

リングの記載内容等が一致することを確認し、必要に応じて指定管理者への指導を

行います。 

（３）モニタリング項目の設定 

   モニタリング項目については、指定管理者と協議を行い設定してください。 

   なお、設定に当たっては、指定管理者制度導入の効果が測定できるような具体的 

な数値を用いた指標（延べ利用者数や実利用者数、利用者１人当たりのコスト等）

を必ず含めてください。 

 

２ 公の施設指定管理者評価委員会評価 

市は、外部の委員を中心に構成する評価委員会を開催することができます。指定管

理者を選定する際に用いた審査基準、基本協定書、事業提案書及びモニタリング帳票

などを参考に作成した評価項目を基に、指定管理者による管理運営状況の確認を中心

に、総合的に評価するものとします。 

なお、評価委員会は、制度所管課において定める「藤沢市公の施設指定管理者評価

委員会の設置に関する規程」に基づき設置するものとします。 

（１）評価の時期 
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評価委員会による評価の時期は、指定期間の中間年度（初年度と最終年度を除い

た年度のいずれかのうち、市が指定する年度をいう。）に行うものとします。 

（２）評価結果の公表等 

評価結果は市議会に情報提供を行うとともに、市ホームページ上で公開するもの

とします。 

（３）評価結果の活用 

評価における指摘事項については、施設所管課によるモニタリング等により対

応状況を定期的に確認するとともに、次期選定時の募集要項等の作成時に活用す

るものとします。 

 

15



                                     標準様式１ 

 

藤沢市公の施設の指定管理に係る候補者選考結果通知書 

 

                                       ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

 

    （団体等の名称） 

    （代表者の氏名）  様 

 

                                             藤沢市長 ○○ ○○公印 

                                           （藤沢市教育委員会）  

 

 

     年(令和  年)  月  日付で貴社（団体）から申請のありました、

公の施設の指定管理者の応募については、書類審査及びプレゼンテーション実施に

よる選考の結果、次のとおりとなりましたので通知します。 

 

１ 公募を実施した施設の名称等 

      名 称  藤沢市○○○○○○○○ 

      所在地  藤沢市○○○○丁目○○番○○号 

 

  ２ 選考結果 候補者第１順位（優先交渉権者） 

 

なお、指定管理者としての指定については、今後、市議会（○年○月定例会の予

定）の議決を経て事務手続きを行うことになります。 

 

 

                                                         以 上 

 

                                    （事務担当    課 電話        ） 
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                                                             標準様式２ 

 

藤沢市公の施設の指定管理に係る候補者選考結果通知書 

 

                                                年（令和  年）  月  日 

 

    （団体等の名称） 

    （代表者の氏名）  様 

 

                                            藤沢市長 ○○ ○○ 公印 

                                            （藤沢市教育委員会） 

 

 ○○○○年○○月○○日付で貴社（団体）から申請のありました、公の施設の指

定管理者の応募については、書類審査及びプレゼンテーション実施による選考の結

果、次のとおりとなりましたので通知します。 

 

   １ 公募を実施した施設の名称等 

        名 称  藤沢市○○○○○○○○ 

        所在地  藤沢市○○○○丁目○○番○○号 

 

   ２ 選考結果 候補者第２順位（次点） 

       

 なお、第１順位の団体が指定管理者の候補者として優先交渉権を有しますが、当

該団体が指定を受けることができない場合は、貴社（団体）を繰り上げ候補者とさ

せていただく場合があります。 

 

 

                                                          以 上 

 

                                    （事務担当    課 電話        ） 
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                                    標準様式３ 

 

藤沢市○○○○の指定管理者候補者の選考結果について 

 

１ 公募を実施した施設 

    （施設の名称） 

    （所在地） 

                                                          

２ 指定管理者候補者 

    （団体等の名称） 

    （代表者の氏名）   

 

３ 指定予定期間 

    ○○○○年（令和○○年）○月○日から 

○○○○年（令和○○年）○月○○日まで 

 

４ 選定経過及び理由 

    藤沢市○○○○の指定管理者候補者の選考にあたっては、○団体の応募があり、

藤沢市○○○○指定管理者審査選定委員会において書類審査及びプレゼンテーョ

ンによる審査を実施し、応募団体の概要、事業計画、収支予算等について審査基

準に基づき総合的な評価・選考を行った結果、次の理由により、上記団体を候補

者第１順位として選定しました。 

① 事業計画については、○○○○、○○○○、○○○○などがバランスよく提 

案されており、特に○○○○などについて高い評価を得た。 

 ② 収支計画については、○○○○、○○○○について総合的に評価した結果、

高い評価を得た。 

  ③ 応募団体の実績、管理運営の方針や理念については、特に○○○○などにつ

いて高い評価を得た。 

 

５ 審査基準及び評価結果 

 
  評価項目（主なものを記載） 

 
 配点 

 
候補者名（具体名） 

 
団体Ａ 

 
団体Ｂ 

 
団体Ｃ 

 
  ○○○○ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  ○○○○ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  ○○○○ 
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  ○○○○ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 その他 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
     合  計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
       順  位 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

６ 指定管理者の指定について 

  指定管理者候補者については、今後、市議会（○年○月定例会）の議決を経て、

指定管理者として指定することになります。 

 

 

（参考）選定までのスケジュール 

        月  日（ ）                      第１回審査選定委員会 

      月  日（ ）～  月  日（ ）  応募要領配布 

        月  日（ ）                      応募予定者に対する説明会 

        月  日（ ）～  月  日（ ）    質問受付 

        月  日（ ）～  月  日（ ）    指定申請書受付 

        月  日（ ）                      第２回審査選定委員会 

 

 

                 （問い合わせ先） ○○○○課 ○○○○担当  

                                         電話○○○○  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○ 

 

19



                                                     標準様式４（公募の場合） 

 
 令和○○年○○月 
 藤沢市議会定例会 
 議案第○○号資料 
 

 

藤沢市○○○○の指定管理者の指定について 

 

 １ 選定経過 

 （１）第○回審査選定委員会    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

   ① ○○○○について 

   ② ○○○○について 

 （２）申請書の受付期間 

    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日から 

    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日まで 

 （３）第○回審査選定委員会    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

    指定管理者の審査・選定について 

 （４）選定結果 

  ○団体の応募があり、書類及びプレゼンテーションによる審査を実施した

結果、主に次の理由により、○○○○を指定管理者の最適な候補者として選

定 

   （選定理由の例） 

① 事業計画については、○○○○、○○○○、○○○○などがバランスよく

提案され、特に○○○○などについて高い評価を得た。 

② 収支計画については、○○○○、○○○○について総合的に評価した結果、

高い評価を得た。 

③ 団体の実績、管理運営の方針や理念については、特に○○○○などについ

て高い評価を得た。 

 
順位 

 
     応 募 団 体 

 
 総合得点（○○点満点） 

 
 １ 

 
 ○○○○（具体的名称） 

 
        ○○ 

 
 ２ 

 
 団体Ａ 

 
         ○○ 

 
 ３ 

 
 団体Ｂ 

 
         ○○ 

 

 ２ 審査基準 

 （１）○○○○○ 
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   ① ○○○○○○○ 

     ② ○○○○○○○ 

 （２）○○○○○ 

   ① ○○○○○○○ 

   ② ○○○○○○○ 

 

 

 ３ 事業計画概要 

   別添のとおり 
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                                                   標準様式５（特定の場合） 

 
 令和○○年○○月 
 藤沢市議会定例会 
 議案第○○号資料 
 

 

藤沢市○○○○○○の指定管理者の指定について 

 

 １ 選定経過 

 （１）第○回審査選定委員会    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

   ① ○○○○について 

   ② ○○○○について 

 （２）申請書の受理        ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

 （３）第○回審査選定委員会    ○○○○年（令和○○年）○○月○○日 

    指定管理者の審査・選定について 

 （４）選定結果 

    書類及びプレゼンテーションによる審査を実施した結果、主に次の理由に

より、○○○○を指定管理者の最適な候補者として選定 

  （選定理由の例） 

①  当該団体が実施する事業と本施設は密接不可分な関係にあり、一体的な

管理運営が必要と認められる。 

②  事業計画や収支計画、実績などについて、総合的に高い評価を得た。 

③ 総合得点○○点（○○点満点） 

 

 ２ 審査基準 

 （１）○○○○○ 

   ① ○○○○○○○ 

     ② ○○○○○○○ 

 （２）○○○○○ 

   ① ○○○○○○○ 

   ② ○○○○○○○ 

 

 ３ 事業計画概要 

   別添のとおり 

 

22



地方自治法（抜粋） 

発令  ：昭和22年4月17日法律第67号 

最終改正：令和7年5月30日号外法律第47号 

改正内容：令和7年4月16日号外法律第22号[令和７年10月１日] 

 

第十章 公の施設 

（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するた

めの施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正

当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをして

はならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるもの

を除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならな

い。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なものにつ

いて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとするときは、議会

において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めると

きは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定す

るもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、当該公の施

設の管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲そ

の他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方

公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成

し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 
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８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係

る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させること

ができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定める

ところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじ

め当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。 

10 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期する

ため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について

調査し、又は必要な指示をすることができる。 

11 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管

理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用） 

第二百四十四条の三 普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通地方公共団

体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方公共団体の

公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。 

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第二百四十四条の四 普通地方公共団体の長以外の機関（指定管理者を含む。）がした公の施設

を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が当該機関の最上

級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してするものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求がされ

た場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議会に諮問した上、当該審

査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を却下したと

きは、その旨を議会に報告しなければならない。 
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地方自治法施行令（抜粋） 

発令  ：昭和22年5月3日号外政令第16号 

最終改正：令和7年11月27日号外政令第388号 

改正内容：令和7年11月21日号外政令第387号[令和７年12月１日] 

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条

第一項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当する

と認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないこ

とができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者につい

ても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害

し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の

職務の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽

の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者

を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 
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民法（抜粋） 

発令  ：明治29年4月27日号外法律第89号 

最終改正：令和7年6月6日号外法律第57号 

改正内容：令和5年6月14日号外法律第53号[令和７年10月１日] 

 

（使用者等の責任） 

第七百十五条 ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行について第三者

に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が被用者の選任及びその事業の監督につ

いて相当の注意をしたとき、又は相当の注意をしても損害が生ずべきであったときは、この限

りでない。 

２ 使用者に代わって事業を監督する者も、前項の責任を負う。 

３ 前二項の規定は、使用者又は監督者から被用者に対する求償権の行使を妨げない。 
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国家賠償法（抜粋） 

発令  ：昭和22年10月27日法律第125号 

最終改正：昭和22年10月27日法律第125号 

改正内容：昭和22年10月27日法律第125号[昭和22年10月27日] 

 

〔公権力の行使に当る公務員の加害行為に基く損害賠償責任・その公務員に対する求償権〕 

第一条 国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過

失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。 

② 前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は公共団体は、そ

の公務員に対して求償権を有する。 

〔公の営造物の設置管理の瑕疵に基く損害の賠償責任・損害の責任者に対する求償権〕 

第二条 道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたために他人に損害を生じ

たときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 

② 前項の場合において、他に損害の原因について責に任ずべき者があるときは、国又は公共団

体は、これに対して求償権を有する。 
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日付：令和7年12月11日 

 

○藤沢市自転車等駐車場条例 

平成８年12月20日条例第27号 

改正 

平成11年２月26日条例第23号 

平成11年９月30日条例第15号 

平成15年12月９日条例第24号 

平成17年９月20日条例第15号 

平成18年９月28日条例第18号 

平成21年３月25日条例第33号 

平成24年９月27日条例第９号 

平成26年９月25日条例第16号 

平成27年９月28日条例第17号 

平成28年９月26日条例第10号 

平成30年９月25日条例第22号 

令和元年12月20日条例第30号 

令和３年３月５日条例第44号 

令和３年６月25日条例第９号 

令和３年12月20日条例第28号 

令和４年６月24日条例第４号 

令和４年９月26日条例第13号 

令和５年３月10日条例第37号 

令和５年９月21日条例第16号 

令和６年９月30日条例第22号 

令和７年３月７日条例第14号 

令和７年９月26日条例第33号 

藤沢市自転車等駐車場条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭

和55年法律第87号）第５条第１項及び藤沢市自転車等の放置防止に関する条例（平成２年藤沢市条

例第29号）第３条の規定に基づき、自転車等駐車場の設置及び管理について必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 自転車 道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第11号の２に規定する自転車をい

う。 

(２) 自転車等 自転車、原動機付自転車（道路交通法第２条第１項第10号に規定する原動機付自

転車をいう。以下同じ。）又は普通自動二輪車（同法第３条に規定する普通自動二輪車のうち総

排気量0.125リットル以下の原動機を有する普通自動二輪車をいう。以下同じ。）をいう。 

(３) 自転車等駐車場 一定の区画を限って設置される自転車等の駐車のための施設をいう。 

（自転車等駐車場の設置等） 

第３条 市は、次に掲げる自転車等駐車場を設置する。 

(１) 有料自転車等駐車場 

(２) 無料自転車等駐車場 

２ 前項第１号の有料自転車等駐車場（以下「有料自転車等駐車場」という。）の名称及び位置は、

別表第１のとおりとし、同項第２号の無料自転車等駐車場（以下「無料自転車等駐車場」という。）

の名称及び位置は、設置の都度市長が告示するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による告示をするときは、同項に規定する事項のほか、設置した無料自転車

等駐車場の供用開始の期日及び当該無料自転車等駐車場に駐車することができる自転車等の種別を
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併せて告示するものとする。 

４ 市長は、無料自転車等駐車場を廃止するときは、その名称、位置及び廃止の期日を告示するもの

とする。 

（自転車等駐車場の供用時間等） 

第４条 自転車等駐車場の供用時間は、午前零時から午後12時までとする。 

２ 有料自転車等駐車場への入場及び有料自転車等駐車場からの出場の取扱いをする時間（以下「入

出場時間」という。）は、別表第１の名称の欄に掲げる有料自転車等駐車場の区分に応じ、それぞ

れ同表の入出場時間の欄に定めるとおりとする。 

３ 有料自転車等駐車場の休業日は、１月１日から同月３日まで及び12月31日とする。ただし、規則

で定める有料自転車等駐車場については、休業日を設けないものとする。 

４ 市長は、自転車等駐車場の管理上必要があると認めるときは、第１項に規定する供用時間を変更

することができる。 

（有料自転車等駐車場に駐車できる自転車等） 

第５条 有料自転車等駐車場に駐車することができる自転車等の種別は、別表第１の名称の欄に掲げ

る有料自転車等駐車場の区分に応じ、それぞれ同表の自転車等の種別の欄に定めるとおりとする。 

（有料自転車等駐車場の利用の種別等） 

第６条 有料自転車等駐車場の利用の種別は、次のとおりとする。 

(１) 定期利用 あらかじめ利用期間を定めて利用する方法をいう。 

(２) 一時利用 あらかじめ利用期間を定めず、自転車等の利用者が利用しようとする際に市長の

承認を受けて利用する方法をいう。 

２ 市長が定期利用の承認をする期間は、１月、３月又は６月のいずれかとする。 

（有料自転車等駐車場の利用の承認等） 

第７条 有料自転車等駐車場を前条第１項第１号に規定する定期利用の方法により利用しようとする

者は、規則で定めるところにより、市長に利用の申請をし、その承認を受けなければならない。 

２ 有料自転車等駐車場を前条第１項第２号に規定する一時利用の方法により利用しようとする者は、

市長に利用の申出をし、その承認を受けなければならない。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前２項の承認をしないことがある。 

(１) 有料自転車等駐車場の利用の承認を受けた者の数が有料自転車等駐車場の収容台数に達して

いるとき。 

(２) 有料自転車等駐車場の管理上支障があると認めるとき。 

（承認の取消し） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項又は第２項の承認を取り消すこ

とができる。 

(１) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(２) 偽りその他不正の手段により前条第１項又は第２項の承認を受けたとき。 

（利用料金） 

第９条 有料自転車等駐車場を利用しようとする者は、指定管理者（第17条に規定する市長が指定す

るものをいう。以下この条から第11条までにおいて同じ。）に有料自転車等駐車場の利用に係る料

金（以下「利用料金」という。）を支払わなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表第２に定める金額を超えない範囲内において、あらかじめ市長の承認を得

て、指定管理者が定める。 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第10条 指定管理者は、市長が別に定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除することができ

る。 

（利用料金の返還） 

第11条 既納の一時利用に係る利用料金は、返還しない。 

２ 指定管理者は、第７条第１項の規定により有料自転車等駐車場の定期利用の承認を受けた利用者

が、有料自転車等駐車場の全部又は一部の供用を休止したことにより自転車等を駐車することがで

きないとき、又は利用者が承認を受けた利用期間内にその利用を中止する旨の申出があったときは、
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当該利用者に対し、既納の定期利用に係る利用料金の全部又は一部を返還することができる。 

（利用の拒否） 

第12条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、自転車等駐車場の利用を拒否することがで

きる。 

(１) 自転車等駐車場の構造上駐車することができないとき。 

(２) 発火、引火又は爆発のおそれがあると認められる物品を積載しているとき。 

(３) 悪臭を発する物品を積載しているとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、自転車等駐車場の管理に支障があると認めるとき。 

（行為の禁止） 

第13条 自転車等駐車場を利用する者（以下「利用者」という。）は、次に掲げる行為をしてはなら

ない。 

(１) 自転車等駐車場において他の自転車等の駐車を妨げること。 

(２) 自転車等駐車場の施設、設備等を汚損し、又は損傷すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、自転車等駐車場の管理に支障を及ぼすおそれのある行為をする

こと。 

（自転車等の移動等） 

第14条 市長は、無料自転車等駐車場において長期間駐車していると認められる自転車等がある場合

において、無料自転車等駐車場の管理上支障があると認めるときは、利用者又は自転車等の所有者

（以下この条において「利用者等」という。）に対し、当該自転車等を速やかに引き取るように指

導し、及び規則で定めるところにより警告を行うことができる。 

２ 市長は、有料自転車等駐車場において第７条第１項の規定により市長の承認を受けた利用の期間

を超えて、又は同項若しくは同条第２項の承認を受けないで駐車している自転車等がある場合にお

いて、有料自転車等駐車場の管理上支障があると認めるときは、利用者等に対し、当該自転車等を

速やかに引き取るように指導し、及び規則で定めるところにより警告を行うことができる。 

３ 市長は、第１項の規定により警告を行った場合又は前項の警告が行われた場合において、当該利

用者等が当該警告を行った日又は当該警告が行われた日から規則で定める期間の満了日を経過して

もなお継続して当該自転車等を駐車しているときは、当該自転車等を移動し、保管することができ

る。 

４ 市長は、前項の規定により自転車等を移動し、保管したときは、その旨を告示し、及びその利用

者等に当該自転車等を返還するために必要な措置を講ずるものとする。 

５ 市長は、移動した自転車等を当該自転車等を移動した日から規則で定める期間保管するものとす

る。 

６ 市長は、第４項に規定する措置を講じた場合において、利用者等が前項の規定による保管の期間

を経過してもなお当該自転車等を引き取らないときは、当該自転車等を処分することができる。 

（自転車等駐車場の休止） 

第15条 市長は、補修その他の自転車等駐車場の管理上の理由により必要があると認めるときは、自

転車等駐車場の全部又は一部の供用を休止することができる。 

（損害賠償） 

第16条 その責めに帰すべき理由により自転車等駐車場の施設又は設備を汚損し、損傷し、又は滅失

した者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めた

ときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第17条 有料自転車等駐車場の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定

により、法人その他の団体であってこの市が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わ

せるものとする。 

（指定管理者が行う業務等） 

第18条 指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。 

(１) 有料自転車等駐車場の利用の承認及びその取消しに関する業務 

(２) 第14条第２項の規定による有料自転車等駐車場の利用者等に対する警告に関する業務 

(３) 有料自転車等駐車場の施設及び設備の維持管理に関する業務 
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(４) 前３号に掲げるもののほか、有料自転車等駐車場の運営に関する事務のうち市長のみの権限

に属する事務以外の事務に関する業務 

２ 指定管理者は、前項第２号の警告を行ったときは、速やかにその旨を市長に報告しなければなら

ない。 

（指定管理者の指定等） 

第19条 指定管理者の指定の手続等については、藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成15年藤沢市条例第19号）の定めるところによる。 

（委任） 

第20条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成９年規則第３号により同年５月１日から施行） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の５日前か

ら施行日以後の有料自転車等駐車場の利用について利用の承認をし、及び駐車料を徴収することが

できる。 

附 則（平成11年条例第23号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成11年条例第15号） 

１ この条例は、平成11年11月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この条例の施行の日以後の湘南台駅東口地下自転車駐車場の利用に係

る承認及び駐車料の徴収については、同日の５日前から行うことができる。 

附 則（平成15年条例第24号） 

１ この条例は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第17条を第20条とし、第16条の次に３条

を加える改正規定（第19条に係る部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１項の規定による有料自転車等駐車場の利用の承認及び改正後の第９条第１項

の規定による利用料金の徴収に関する手続は、この条例の公布の日後最初に改正後の第19条の規定

により指定管理者となった団体（次項において「最初の指定管理者」という。）に限り、この条例

の施行の日前においても行わせることができる。 

３ 前項の規定により徴収した利用料金は、この条例の施行の日に、改正後の第９条第３項の規定に

よる最初の指定管理者の収入となるものとする。 

附 則（平成17年条例第15号） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。ただし、別表第１の改正規定（六会日大前駅西口

自転車等駐車場に係る部分及び鵠沼海岸駅自転車等駐車場に係る部分に限る。）及び別表第２の改

正規定（六会日大前駅西口自転車等駐車場の項普通自動二輪車の欄及び鵠沼海岸駅自転車等駐車場

の項普通自動二輪車の欄に限る。）は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定（六会日大前駅西口自転車等駐車場の項普通自動二輪車の欄及び鵠沼海

岸駅自転車等駐車場の項普通自動二輪車の欄を除く。）は、この条例の施行の日以後の利用に係る

利用料金について適用する。 

３ 改正後の別表第１に規定する藤沢駅北口自転車等駐車場の定期利用に係る利用の承認及び利用料

金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前においても行

わせることができる。 

附 則（平成18年条例第18号） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について適用する。 

附 則（平成21年条例第33号） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成21年６月規則第18号により同年８月１日から施行） 

２ 改正後の別表第１に規定する辻堂駅北口交通広場自転車駐車場の定期利用に係る利用の承認及び

利用料金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前におい

ても行わせることができる。 
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附 則（平成24年条例第９号） 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成25年１月規則第58号により同年２月１日から施行） 

附 則（平成26年条例第16号） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、長後駅西口自転車等駐車場に係る改正規

定については、規則で定めるところにより、平成27年３月１日から同月31日までの間のいずれかの

日から施行することができるものとする。 

２ 改正後の別表第１に規定する藤沢駅北口第２自転車等駐車場及び長後駅西口自転車等駐車場の定

期利用に係る利用の承認及び利用料金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、

この条例の施行の日（長後駅西口自転車等駐車場に係る改正規定について前項ただし書を適用する

場合は、長後駅西口自転車等駐車場については同項ただし書の規則で定める日）前においても行わ

せることができる。 

附 則（平成27年条例第17号） 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成27年12月規則第71号により平成28年１月４日から施行） 

附 則（平成28年条例第10号） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第１に規定する善行駅西口自転車等駐車場の定期利用に係る利用の承認及び利用料

金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前においても行

わせることができる。 

附 則（平成30年条例第22号） 

１ この条例は、公布の日から起算して７月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平成31年２月規則第36号により同年４月１日から施行） 

２ 改正後の別表第１に規定する善行駅東口自転車等駐車場の定期利用に係る利用の承認及び利用料

金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前においても行

わせることができる。 

附 則（令和元年条例第30号） 

１ この条例は、公布の日から起算して７月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（令和２年４月規則第10号により同年６月１日から施行） 

２ 改正後の別表第１に規定する片瀬江ノ島駅第１自転車駐車場の定期利用に係る利用の承認及び利

用料金の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前において

も行わせることができる。 

附 則（令和３年条例第44号） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（令和３年５月規則第８号により同年７月16日から施行） 

２ 改正後の別表第１に規定する江ノ島駅自転車等駐車場の定期利用に係る利用の承認及び利用料金

の徴収の手続は、当該駐車場の指定管理者となった団体に、この条例の施行の日前においても行わ

せることができる。 

附 則（令和３年条例第９号） 

この条例は、公布の日から起算して７月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（令和３年８月規則第38号により同年12月１日から施行） 

附 則（令和３年条例第28号） 

１ この条例は、令和４年２月１日から施行する。ただし、別表第１藤沢駅南口第２自転車駐車場の

項の改正規定は、令和４年１月17日から施行する。 

２ 改正後の別表第２に規定する自転車の定期利用に係る利用の承認及び利用料金の徴収の手続は、

この条例の施行の日前においても行うことができる。 

附 則（令和４年条例第４号） 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（令和４年８月規則第11号により同年10月１日から施行） 

附 則（令和４年条例第13号） 
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この条例中、別表第１長後駅東口自転車等駐車場の項の改正規定は令和４年11月１日から、同表辻

堂駅南口自転車駐車場の項の改正規定は令和４年12月１日から、同表鵠沼海岸駅自転車等駐車場の項

の改正規定は令和５年２月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月10日条例第37号） 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。

（令和５年規則第10号で、同５年７月１日から施行） 

附 則（令和５年９月21日条例第16号） 

この条例中別表第２の改正規定は公布の日から、別表第１六会日大前駅東口自転車駐車場の項の改

正規定は令和５年12月１日から、同表藤沢駅北口自転車等駐車場の項の改正規定は令和６年３月１日

から施行する。 

附 則（令和６年９月30日条例第22号） 

この条例中別表第１六会日大前駅西口自転車等駐車場の項の改正規定は令和６年11月１日から、同

表鵠沼海岸駅第２自転車駐車場の項の改正規定は公布の日から施行する。 

附 則（令和７年３月７日条例第14号） 

この条例は、令和７年５月１日から施行する。 

附 則（令和７年９月26日条例第33号） 

この条例は、令和７年12月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第４条、第５条関係） 

名称 位置 自転車等の種別 入出場時間 

藤沢駅北口市役所前第

１自転車等駐車場 

藤沢市藤沢392番地３ 自転車及び原動機付

自転車 

午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅北口市役所前第

２自転車駐車場 

藤沢市藤沢383番地３ 自転車 午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅北口自転車等駐

車場 

藤沢市藤沢438番地８ 自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅北口第２自転車

等駐車場 

藤沢市藤沢574番地３ 自転車及び原動機付

自転車 

午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅北口路上自転車

駐車場 

藤沢市藤沢570番１ 自転車 午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅南口自転車等駐

車場 

藤沢市南藤沢19番地３ 自転車及び原動機付

自転車 

午前６時30分から午後

８時まで 

藤沢駅南口第２ミニバ

イク駐車場 

藤沢市南藤沢18番地 原動機付自転車及び

普通自動二輪車 

午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅南口第２自転車

駐車場 

藤沢市鵠沼橘一丁目26

番地 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅南口路上自転車

駐車場 

藤沢市南藤沢12番地１

地先 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

藤沢駅南口路上第２自

転車駐車場 

藤沢市南藤沢18番地 自転車 午前零時から午後12時

まで 

辻堂駅北口自転車等駐

車場 

藤沢市辻堂新町一丁目

2,000番地16 

自転車及び原動機付

自転車 

午前零時から午後12時

まで 

辻堂駅北口交通広場自

転車駐車場 

藤沢市辻堂神台一丁目

22番地 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

辻堂駅南口自転車駐車

場 

藤沢市辻堂一丁目1,371

番地１ 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

長後駅東口自転車等駐

車場 

藤沢市長後697番地１ 自転車及び原動機付

自転車 

午前零時から午後12時

まで 

長後駅西口自転車等駐 藤沢市下土棚507番地３ 自転車及び原動機付 午前零時から午後12時
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車場 自転車 まで 

湘南台駅東口地下自転

車駐車場 

藤沢市湘南台一丁目43

番地13 

自転車 午前零時から午前１時

まで及び午前５時から

午後12時まで 

湘南台駅東口路上第１

自転車駐車場 

藤沢市湘南台一丁目43

番地１ 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

湘南台駅東口路上第２

自転車駐車場 

藤沢市湘南台一丁目43

番地15 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

六会日大前駅東口自転

車駐車場 

藤沢市亀井野一丁目36

番地１ 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

六会日大前駅西口自転

車等駐車場 

藤沢市亀井野1,772番地

１ 

自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

善行駅東口自転車等駐

車場 

藤沢市善行七丁目3,413

番地３ 

自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

善行駅西口自転車等駐

車場 

藤沢市善行一丁目３番

地 

自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

藤沢本町駅自転車駐車

場 

藤沢市藤沢四丁目6309

番８ 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

藤沢本町駅第２自転車

駐車場 

藤沢市藤沢四丁目6346

番１ 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

鵠沼海岸駅自転車等駐

車場 

藤沢市鵠沼海岸二丁目

5,335番地１ 

自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

片瀬江ノ島駅第１自転

車駐車場 

藤沢市片瀬海岸二丁目

2,932番1,304 

自転車 午前零時から午後12時

まで 

江ノ島駅自転車等駐車

場 

藤沢市片瀬海岸一丁目

2,621番３ 

自転車、原動機付自転

車及び普通自動二輪

車 

午前零時から午後12時

まで 

別表第２（第９条関係） 

自転車等駐車場 利用の種別 利用の期

間等 

自転車 原動機付自転

車 

普通自動二

輪車 

藤沢駅北口市役所前

第１自転車等駐車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円 3,000円  

３月 6,000円 9,000円  

６月 12,000円 18,000円  

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円 200円  

藤沢駅北口市役所前

第２自転車駐車場 

定

期

利

Ａ １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   
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用 Ｂ １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

一時利用 １回 100円   

藤沢駅北口自転車等

駐車場 

定

期

利

用 

地階 １月 2,000円 3,000円 3,500円 

３月 6,000円 9,000円 10,500円 

６月 12,000円 18,000円 21,000円 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円 200円 300円 

藤沢駅北口第２自転

車等駐車場 

定期利用 １月 2,000円 3,000円  

３月 6,000円 9,000円  

６月 12,000円 18,000円  

一時利用 １回 100円 200円  

藤沢駅北口路上自転

車駐車場 

一時利用 １回 100円   

藤沢駅南口自転車等

駐車場 

定

期

利

用 

地階 １月  3,000円  

３月  9,000円  

６月  18,000円  

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円 200円  

藤沢駅南口第２ミニ

バイク駐車場 

定期利用 １月  2,500円 3,000円 

３月  7,500円 9,000円 

６月  15,000円 18,000円 

一時利用 １回  200円 300円 

藤沢駅南口第２自転

車駐車場 

一時利用 １回 100円   

藤沢駅南口路上自転

車駐車場 

一時利用 １回 100円   

藤沢駅南口路上第２

自転車駐車場 

一時利用 １回 100円   
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辻堂駅北口自転車等

駐車場 

定

期

利

用 

地階 １月  3,000円  

３月  9,000円  

６月  18,000円  

１階 １月 2,000円 3,000円  

３月 6,000円 9,000円  

６月 12,000円 18,000円  

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円 200円  

辻堂駅北口交通広場

自転車駐車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

一時利用 １回 100円   

辻堂駅南口自転車駐

車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

３階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

一時利用 １回 100円   

長後駅東口自転車等

駐車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

屋外 １月  2,500円  

３月  7,500円  

６月  15,000円  

一時利用 １回 100円 200円  

長後駅西口自転車等

駐車場 

定期利用 １月 1,500円 2,500円  

３月 4,500円 7,500円  
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６月 9,000円 15,000円  

一時利用 １回 100円 200円  

湘南台駅東口地下自

転車駐車場 

定

期

利

用 

学生 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

一般 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

一時利用 １回 100円   

湘南台駅東口路上第

１自転車駐車場 

一時利用 １回 100円   

湘南台駅東口路上第

２自転車駐車場 

一時利用 １回 100円   

六会日大前駅東口自

転車駐車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

３階 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円   

六会日大前駅西口自

転車等駐車場 

定

期

利

用 

学生 １月 1,800円 3,000円 3,500円 

３月 5,400円 9,000円 10,500円 

６月 10,800円 18,000円 21,000円 

一般 １月 2,000円 3,000円 3,500円 

３月 6,000円 9,000円 10,500円 

６月 12,000円 18,000円 21,000円 

一時利用 １回 100円 200円 300円 

善行駅東口自転車等

駐車場 

定期利用 １月 1,500円 2,500円 3,000円 

３月 4,500円 7,500円 9,000円 

６月 9,000円 15,000円 18,000円 

一時利用 １回 100円 200円 300円 

善行駅西口自転車等

駐車場 

定期利用 １月 1,500円 2,500円 3,000円 

３月 4,500円 7,500円 9,000円 

６月 9,000円 15,000円 18,000円 

一時利用 １回 100円 200円 300円 

藤沢本町駅自転車駐

車場 

定期利用 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円   

藤沢本町駅第２自転

車駐車場 

定期利用 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円   
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鵠沼海岸駅自転車等

駐車場 

定

期

利

用 

１階 １月 2,000円   

３月 6,000円   

６月 12,000円   

２階 １月 1,800円   

３月 5,400円   

６月 10,800円   

屋外 １月 1,500円 2,500円 3,000円 

３月 4,500円 7,500円 9,000円 

６月 9,000円 15,000円 18,000円 

一時利用 １回 100円 200円 300円 

片瀬江ノ島駅第１自

転車駐車場 

定期利用 １月 1,500円   

３月 4,500円   

６月 9,000円   

一時利用 １回 100円   

江ノ島駅自転車等駐

車場 

定期利用 １月 1,500円 2,500円 3,000円 

３月 4,500円 7,500円 9,000円 

６月 9,000円 15,000円 18,000円 

一時利用 １回 100円 200円 300円 

備考 

１ 「学生」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校又は市長が認める

教育施設に通学する者をいう。 

２ 一時利用に係る「１回」とは、次の各号に掲げる入出場時間の区分に応じ、当該各号に定め

るとおりとする。 

(１) 午前零時から午後12時まで並びに午前零時から午前１時まで及び午前５時から午後12時ま

で 有料自転車等駐車場への入場から出場まで。ただし、当該入場から出場まで24時間以上経

過した場合には、24時間を経過するごとに１回とする。 

(２) 前号に規定するもの以外のもの 有料自転車等駐車場への入場から出場まで。ただし、当

該出場が入場した日の翌日以降となる場合には、翌日以降の入出場時間が開始するごとに１回

とする。 
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日付：令和7年12月11日 

 

○藤沢市自転車等駐車場条例施行規則 

平成９年４月18日規則第５号 

改正 

平成11年９月６日規則第14号 

平成15年12月９日規則第17号 

平成17年９月20日規則第26号 

平成21年７月17日規則第31号 

平成21年11月26日規則第42号 

平成23年２月１日規則第37号 

平成23年３月31日規則第70号 

平成25年１月31日規則第59号 

平成27年３月10日規則第60号 

平成27年12月17日規則第70号 

平成29年２月23日規則第70号 

平成31年２月１日規則第37号 

平成31年３月29日規則第61号 

令和２年４月10日規則第11号 

令和３年５月28日規則第10号 

令和３年９月３日規則第40号 

令和４年１月13日規則第63号 

令和４年９月16日規則第14号 

令和４年10月27日規則第23号 

令和５年６月30日規則第11号 

令和６年10月４日規則第55号 

令和７年３月28日規則第56号 

藤沢市自転車等駐車場条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、藤沢市自転車等駐車場条例（平成８年藤沢市条例第27号。以下「条例」という。）

の委任事項及び条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（休業日を設けない有料自転車等駐車場） 

第３条 条例第４条第３項ただし書に規定する有料自転車等駐車場は、藤沢駅北口市役所前第１自転

車等駐車場、藤沢駅北口市役所前第２自転車駐車場、藤沢駅北口自転車等駐車場、藤沢駅北口第２

自転車等駐車場、藤沢駅北口路上自転車駐車場、藤沢駅南口第２ミニバイク駐車場、藤沢駅南口第

２自転車駐車場、藤沢駅南口路上自転車駐車場、藤沢駅南口路上第２自転車駐車場、辻堂駅北口交

通広場自転車駐車場、辻堂駅南口自転車駐車場、長後駅東口自転車等駐車場、長後駅西口自転車等

駐車場、湘南台駅東口地下自転車駐車場、湘南台駅東口路上第１自転車駐車場、湘南台駅東口路上

第２自転車駐車場、六会日大前駅東口自転車駐車場、六会日大前駅西口自転車等駐車場、善行駅東

口自転車等駐車場、善行駅西口自転車等駐車場、藤沢本町駅自転車駐車場、藤沢本町駅第２自転車

駐車場、鵠沼海岸駅自転車等駐車場、片瀬江ノ島駅第１自転車駐車場及び江ノ島駅自転車等駐車場

とする。 

（有料自転車等駐車場の定期利用の承認等） 

第４条 条例第７条第１項に規定する申請は、有料自転車等駐車場利用承認申請書を利用しようとす

る期間の初日の前日までに指定管理者（条例第17条に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に

提出することにより行うものとする。 

２ 学生である者が通学のために定期利用の方法により有料自転車等駐車場（条例別表第２に掲げる

自転車等駐車場のうち利用の種別に学生があるものに限る。）を利用しようとする場合においては、
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その在籍する学校又は教育施設の代表者が発行した身分証明書を前項の申請書を提出する際に提示

しなければならない。 

３ 指定管理者は、第１項の申請書が提出された場合において、有料自転車等駐車場の定期利用を承

認したときは、当該申請者に対し、有料自転車等駐車場定期利用承認証（以下「定期利用承認証」

という。）及び有料自転車等駐車場定期利用標章（以下「定期利用標章」という。）を交付するも

のとする。ただし、第３条に規定する有料自転車等駐車場（以下「機械管理式有料自転車等駐車場」

という。）においては、定期利用承認証及び定期利用標章に代えて有料自転車等駐車場定期利用カ

ード（以下「定期利用カード」という。）を交付するものとする。 

４ 前項本文の規定により定期利用承認証及び定期利用標章の交付を受けた者は、当該定期利用標章

をその利用する自転車等に当該定期利用標章に表示された事項が見やすいようにはり付けるととも

に、当該定期利用承認証を携帯し、係員から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第３項ただし書の規定により定期利用カードの交付を受けた者は、入場の際には発券機に、出場

の際には精算機に、当該定期利用カードに記録された情報を認識させなければならない。 

（有料自転車等駐車場の一時利用手続） 

第５条 有料自転車等駐車場を一時利用の方法により利用しようとする者は、当該有料自転車等駐車

場への入場の際に有料自転車等駐車場一時利用券（以下「一時利用券」という。）の交付を受け、

当該自転車等駐車場からの出場の際に当該一時利用券を提出しなければならない。 

（定期利用承認証等の再交付） 

第６条 第４条第３項の規定により交付を受けた定期利用承認証、定期利用標章若しくは定期利用カ

ード又は前条の規定により交付を受けた一時利用券を紛失し、又は汚損した利用者は、指定管理者

に再交付の申請をし、それらの再交付を受けることができる。 

２ 前項の規定により定期利用承認証、定期利用標章、定期利用カード又は一時利用券の再交付を受

けようとする者は、有料自転車等駐車場定期利用承認証等再交付申請書を指定管理者に提出しなけ

ればならない。 

３ 前項の申請書を提出する場合において、再交付の理由が汚損であるときは、申請者は、当該申請

書に汚損した定期利用承認証、定期利用標章、定期利用カード又は一時利用券を添えなければなら

ない。 

４ 定期利用カードの再交付を受けようとする者は、再交付を受ける際に、定期利用カードの実費相

当分の費用を負担しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、この限

りではない。 

（利用料金の支払） 

第７条 条例第９条第１項の規定による利用料金の支払は、次に定めるところにより行うものとする。 

(１) 定期利用に係る利用料金は、条例第７条第１項の定期利用の承認の際に支払う。 

(２) 一時利用に係る利用料金は、有料自転車等駐車場への入場の際に支払う。ただし、機械管理

式有料自転車等駐車場においては、当該自転車等駐車場からの出場の際に支払う。 

(３) 前号の規定にかかわらず、当該一時利用が複数日に至った場合における未払の利用料金は、

有料自転車等駐車場からの出場の際に支払う。 

（利用料金の減免基準） 

第８条 条例第10条の市長が別に定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 利用者が生活保護法（昭和25年法律第144号）第11条第１項第１号に規定する生活扶助を受け

ている場合は、利用料金を免除する。 

(２) 次のアからエまでに掲げる者が利用する場合は、利用料金の50パーセントに相当する額を減

額する。 

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により交付を受けた身体障害

者手帳に身体上の障がいがある者として記載されている者 

イ 都道府県知事又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市の長から

療育手帳（知的障がい者の福祉の充実を図るため、児童相談所又は知的障害者更生相談所にお

いて知的障がいと判定された者に対して支給される手帳で、その者の障がいの程度その他の事

項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定によ
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り精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

エ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）の規定により医療受給者証

の交付を受けている者 

(３) 一時利用の方法により有料自転車等駐車場（機械管理式有料自転車等駐車場を除く。次項に

おいて同じ。）を利用した利用者が２日にわたって駐車した場合であって、その理由が夜間に勤

務したことによるものであるときは、出場の日に係る利用料金を免除する。 

(４) 前３号に定めるもののほか、指定管理者が利用料金を減額する必要があると認めたときは、

指定管理者が市長の承認を得てその都度定める額を減額する。 

２ 条例第10条の規定により利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、指定管理者に有料自転

車等駐車場利用料金減免申請書を提出しなければならない。ただし、一時利用の方法により有料自

転車駐車場を利用する場合であって、利用者が前項第２号に該当する者であることが手帳等により

確認できる場合は、当該手帳等の提示をもって申請書の提出に代えることができる。 

３ 指定管理者は、前項の申請書が提出されたときは、内容を審査してその適否を決定し、その結果

を有料自転車等駐車場利用料金減免決定通知書（以下「通知書」という。）により当該申請者に通

知するものとする。ただし、当該決定が第１項第３号又は第２項ただし書に規定する事由に該当す

ることを理由とした申請に係るものである場合においては、通知書に代えて口頭で通知することが

できるものとする。 

（利用料金の返還） 

第９条 条例第11条第２項の規定による定期利用に係る利用料金の返還は、次に定めるところによる

ものとする。 

(１) 指定管理者は、条例第15条の規定により有料自転車等駐車場の全部又は一部の供用を休止し

たことにより利用者が自転車等を駐車できない場合は、次のア及びイに掲げる額を合計した額を

利用者に返還する。 

ア 全部の日が駐車できない月 利用者が支払った利用料金を利用を承認した期間の月数で除し

て得た額（以下この項において「１月の利用料金の額」という。） 

イ 一部の日が駐車できない月 １月の利用料金の額を当該月の日数で除して得た額に、駐車で

きない日数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

(２) 指定管理者は、利用者から有料自転車等駐車場の利用を中止する旨の申出があった場合は、

次のア及びイに掲げる額を合計した額を利用者に返還する。 

ア 申出を受けた日の属する月より後の月 １月の利用料金の額 

イ 申出を受けた日の属する月 １月の利用料金の額を当該月の日数で除して得た額に、申出を

受けた日の翌日から当該月の末日までの日数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額） 

２ 条例第11条第２項の規定により定期利用に係る利用料金の返還を受けようとする者は、有料自転

車等駐車場利用料金返還申請書に定期利用承認証及び定期利用標章又は定期利用カードを添えて指

定管理者に提出しなければならない。 

（自転車等の駐車に係る警告等） 

第10条 条例第14条第１項及び第２項に規定する警告は、警告書を当該各項に規定する自転車等には

り付けて行うものとする。 

２ 条例第14条第３項に規定する規則で定める期間は、１週間とする。 

（移動した自転車等の保管期間） 

第11条 条例第14条第５項に規定する規則で定める期間は、２月とする。 

（自転車等の処分） 

第12条 条例第14条第６項の規定による自転車等の処分は、売却により行うものとする。ただし、当

該自転車等について買受人が無いとき又は市長が売却することができないと認めるときは、廃棄そ

の他の処分をすることができる。 

２ 前項ただし書の規定により廃棄しようとする自転車等で再利用が可能な部品を有するものについ

ては、部品の再利用を目的とした処分を行うものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により原動機付自転車又は普通自動二輪車（以下この項において「二輪車」

という。）を処分したときは、関係機関に対し、その旨を通知するとともに、当該二輪車の標識を
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送付するものとする。ただし、標識がない二輪車については、この限りではない。 

４ 自転車等の処分に係る物品の受入れ及び処分については、藤沢市物品会計規則（昭和36年藤沢市

規則第14号）の規定は適用せず、同規則の規定に準じて市長が別に定めるところによる。 

（様式） 

第13条 この規則の規定により必要とする書類の様式は、あらかじめ市長の承認を得て指定管理者が

別に定める。 

附 則 

この規則は、平成９年５月１日から施行する。 

附 則（平成11年規則第14号） 

１ この規則は、平成11年11月１日から施行する。 

２ 改正後の第７条の規定は、この規則の施行の日以後に承認をした定期利用に係る駐車料について

適用し、同日前に承認をした定期利用に係る駐車料については、なお従前の例による。 

附 則（平成15年規則第17号） 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年規則第26号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定は、平成18年４月１日から

施行する。 

附 則（平成21年規則第31号） 

この規則は、平成21年８月１日から施行する。 

附 則（平成21年規則第42号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年規則第37号） 

この規則は、平成23年２月10日から施行する。 

附 則（平成23年規則第70号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年規則第59号） 

この規則は、平成25年２月１日から施行する。 

附 則（平成27年規則第60号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年規則第70号） 

この規則は、平成28年１月４日から施行する。 

附 則（平成29年規則第70号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年規則第37号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年規則第61号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年規則第11号） 

この規則は、令和２年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第10号） 

この規則は、令和３年７月16日から施行する。 

附 則（令和３年規則第40号） 

この規則は、令和３年12月１日から施行する。 

附 則（令和４年規則第63号） 

この規則は、令和４年１月17日から施行する。ただし、第３条の改正規定（「有料自転車等駐車場

は」の次に「、藤沢駅北口市役所前第１自転車等駐車場、藤沢駅北口市役所前第２自転車駐車場」を

加える部分に限る。）は、令和４年２月１日から施行する。 

附 則（令和４年規則第14号） 

この規則は、令和４年10月１日から施行する。 

附 則（令和４年規則第23号） 
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この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第３条（「、長後駅東口自転車等駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定及び第５条（「、

長後駅東口自転車等駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定 令和４年11月１日 

(２) 第３条（「、辻堂駅南口自転車駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定及び第５条（「、

辻堂駅南口自転車駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定 令和４年12月１日 

(３) 第３条（「、鵠沼海岸駅自転車等駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定及び第５条（「、

鵠沼海岸駅自転車等駐車場」を加える部分に限る。）の改正規定 令和５年２月１日 

附 則（令和５年６月30日規則第11号） 

この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

附 則（令和６年10月４日規則第55号） 

この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和６年11月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月28日規則第56号） 

この規則は、令和７年５月１日から施行する。 
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暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋） 

発令  ：平成3年5月15日号外法律第77号 

最終改正：令和5年12月13日号外法律第84号 

改正内容：令和4年6月17日号外法律第68号[令和７年６月１日] 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違

法な行為をいう。 

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習

的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

三 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。 

四 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。 

五 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。 

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

七 暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。 

八 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその

第九条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすること

をいう。 
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○藤沢市情報公開条例 

平成13年６月25日条例第３号 

改正 

平成15年９月19日条例第６号 

平成15年12月９日条例第17号 

平成19年９月12日条例第８号 

平成27年２月25日条例第27号 

平成28年３月11日条例第28号 

令和６年12月12日条例第30号 

藤沢市情報公開条例 

藤沢市情報公開条例（昭和60年藤沢市条例第６号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 情報公開の請求等（第５条―第17条） 

第３章 審査請求（第18条―第20条） 

第４章 藤沢市情報公開審査会（第21条―第27条） 

第５章 藤沢市情報公開制度運営審議会（第28条） 

第６章 情報公開の総合的推進等（第29条・第30条） 

第７章 出資団体等の情報公開（第31条） 

第８章 雑則（第32条―第34条） 

第９章 罰則（第35条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治の本旨に即した市政を推進する上において、市民の知る権利を保障し、

市政を市民に説明する責務を全うされるようにすることが重要であることにかんがみ、実施機関の

保有する情報の公開を請求する権利を明らかにするとともに、情報公開の総合的な推進に関し必要

な事項を定め、もつて市政に対する市民の理解を深め、公正で開かれた市政の推進に資することを

目的とする。 

（基本原則） 

第２条 この条例における解釈及び運用の基本原則は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 実施機関の保有する情報は、積極的に提供するように努めること。 

(２) 実施機関の保有する情報は、公開を原則とし、非公開とする情報は、必要最小限にとどめる

こと。 

(３) 基本的人権としての個人の尊厳を守るため、個人に関する情報を最大限に保護すること。 

(４) 情報公開の制度が等しく、わかりやすく、迅速かつ利用しやすいように努めること。 

(５) 行政文書の公開の請求に対する決定について不服がある場合には、公正かつ迅速な救済を保

障すること。 

（適正な請求及び使用） 

第３条 この条例の定めるところにより行政文書の公開を請求しようとするものは、この条例の目的

に即した適正な請求に努めるとともに、行政文書の公開を受けたときは、これによつて得た情報を

適正に使用しなければならない。 

（定義） 

第４条 この条例において「行政文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、

図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない

方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であつて、当該実施機関が管理しているものをいう。た

だし、次に掲げるものを除く。 

(１) 新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの 

(２) 図書館その他これに類する施設において、当該施設の設置目的に応じて管理している図書、
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記録、図画その他の資料 

２ この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、議会、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２

第３項の規定に基づきこの市の公の施設の管理を行わせる指定管理者のうち当該公の施設を利用す

る権利に関する処分の権限を有するもの（以下「処分権限を有する指定管理者」という。）及び公

有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）第10条第１項の規定により設立した藤沢市

土地開発公社（以下「土地開発公社」という。）をいう。 

３ この条例において「実施機関の職員」とは、実施機関に属する地方公務員（地方公務員法（昭和

25年法律第261号）第２条に規定する地方公務員をいい、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和31年法律第162号）第43条第１項の規定により教育委員会がその服務について監督権を有する

者を含む。）、処分権限を有する指定管理者に属する者並びに土地開発公社の役員及び職員をいう。 

第２章 行政文書の公開の請求等 

（行政文書の公開を請求する権利） 

第５条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関が管理する行政文

書の公開の請求（以下「公開請求」という。）をすることができる。 

（行政文書の公開義務） 

第６条 実施機関は、公開請求があつたときは、公開請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報（以

下「非公開情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、公開請求をしたもの（以下

「請求者」という。）に対し、当該公開請求に係る行政文書を公開しなければならない。 

(１) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であつて、特定の個

人が識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別することはできないが、公開す

ることにより、個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次のアからエまでに掲げる

情報を除く。 

ア 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により何人にも閲覧若しくは縦覧又は謄本、

抄本等の交付が認められている情報 

イ 慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条第１項に規定する国家公

務員（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第４項に規定する行政執行法人の役

員及び職員を除く。）、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第

140号）第２条第１項に規定する独立行政法人等（以下単に「独立行政法人等」という。）の役

員及び職員並びに地方公務員法第２条に規定する地方公務員をいう。）、処分権限を有する指

定管理者に属する者又は土地開発公社の役員若しくは職員である場合において、当該情報がそ

の職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等、処分権限を有する指

定管理者に属する者又は土地開発公社の役員若しくは職員の職、氏名及び当該職務遂行の内容

に係る部分（当該公務員等、処分権限を有する指定管理者に属する者又は土地開発公社の役員

若しくは職員の氏名に係る部分を公開することにより、当該者の個人の権利利益を不当に害す

るおそれのある場合にあつては、当該氏名に係る部分を除く。） 

エ 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公開することが必要であると認めら

れる情報 

(２) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び土地開発公社を除く。以下この

号において「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であ

つて、公開することにより当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公開す

ることが必要であると認められる情報を除く。 

(３) 実施機関内部若しくは実施機関相互又は実施機関と国、独立行政法人等若しくは他の地方公

共団体（以下「国等」という。）の機関との間における審議、検討又は協議に関する情報であつ

て、公開することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利

益を及ぼすおそれがあるもの 

(４) 実施機関又は国等の機関が行う事務又は事業に関する情報であつて、公開することにより、
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次のアからオまでに掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は

違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、実施機関又は国等の財産上の利益又は当事者として

の地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 市又は国等が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

(５) 法令等の規定又は地方自治法第245条の９第２項及び第３項の規定による基準その他実施機

関が法律上従う義務を有する国又は神奈川県の機関の指示により、公開することができないこと

とされている情報 

（部分公開） 

第７条 実施機関は、公開請求に係る行政文書に非公開情報とそれ以外の情報とが記録されている場

合において、当該非公開情報とそれ以外の情報とを容易に、かつ、行政文書の公開を請求する趣旨

が失われない程度に分離することができるときは、当該非公開情報が記録されている部分を除き、

請求者に対し、当該行政文書を公開しなければならない。 

２ 公開請求に係る行政文書に前条第１号本文に規定する情報（特定の個人を識別することができる

ものに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の特定の

個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、公開しても、個人の権利

利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号本文に規定する

情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（公益上の理由による裁量的公開） 

第８条 実施機関は、公開請求に係る行政文書に非公開情報が記録されている場合であつても、公益

上特に必要があると認めるときは、当該行政文書を公開することができる。 

（行政文書の存否に関する情報） 

第９条 公開請求に対し、当該公開請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、非公

開情報を公開することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該

公開請求を拒否することができる。 

（公開請求の手続） 

第10条 公開請求をしようとするものは、当該公開請求に係る行政文書を管理している実施機関に対

し、次の各号のいずれかの方法によりこれを行わなければならない。 

(１) 次項に規定する事項を記載した書面（第３項において「請求書」という。）を提出する方法 

(２) 電子情報処理組織（実施機関の使用に係るコンピュータ（入出力装置を含む。以下同じ。）

と公開請求をしようとするものの使用に係るコンピュータとを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。）を使用して次項に規定する事項に係る情報を送信する方法で実施機関が定め

るもの 

(３) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める方法 

２ 前項第１号の規定により記載し、又は同項第２号の規定により送信しなければならない事項は、

次のとおりとする。 

(１) 公開請求をしようとするものの氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地並びに法人その他

の団体にあつては代表者の氏名 

(２) 公開請求に係る行政文書の内容 

(３) 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

３ 実施機関は、第１項の規定により提出された請求書又は送信された情報に形式上の不備があると

認めるときは、当該請求者に対し、相当の期間を定めて、補正を求めるものとする。この場合にお

いて、実施機関は、当該請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならな

い。 

（公開請求に対する決定等） 

第11条 実施機関は、公開請求があつたときは、当該公開請求があつた日から起算して15日以内に、
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当該公開請求に対する諾否の決定（以下「諾否決定」という。）をしなければならない。ただし、

前条第３項の規定により補正を求めた場合にあつては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入

しない。 

２ 実施機関は、前項の規定により諾否決定をしたときは、請求者に対し、速やかに、その旨を書面

により通知しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を45日以内に限り延長することができる。この場合において、実施機関は、請求

者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

４ 公開請求に係る行政文書が著しく大量であるため、公開請求があつた日から起算して60日以内に

そのすべてについて諾否決定をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合

には、第１項及び前項の規定にかかわらず、実施機関は、公開請求に係る行政文書のうちの相当の

部分につき当該期間内に諾否決定をし、残りの行政文書については相当の期間内に諾否決定をすれ

ば足りる。この場合において、実施機関は、第１項に規定する期間内に、請求者に対し、速やかに、

次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(１) この項の規定を適用する旨及びその理由 

(２) 残りの行政文書について諾否決定をする期限 

（理由付記等） 

第12条 実施機関は、前条第１項の規定により諾否決定をする場合において、公開請求に係る行政文

書の全部の公開を拒否する旨の決定をするとき（第９条の規定により公開請求を拒否し、又は公開

請求に係る行政文書を実施機関が管理していない場合において、公開を拒否する旨の決定をすると

きを含む。）、又は一部の公開を承諾する旨の決定をするときは、当該拒否し、又は一部の公開を

承諾する理由を前条第２項の書面に併せて記載しなければならない。この場合において、当該理由

は、公開を拒否し、又は一部の公開を承諾する根拠規定及び当該規定を適用する根拠が当該書面の

記載自体から理解され得るものでなければならない。 

２ 実施機関は、前項の場合において、当該拒否する理由がなくなる時期又は当該一部の公開を承諾

する部分以外の部分を公開することができることとなる時期をあらかじめ明示することができると

きは、当該時期を明らかにしなければならない。 

（事案の移送） 

第13条 実施機関は、公開請求に係る行政文書が他の実施機関により作成されたものであるとき、そ

の他他の実施機関において諾否決定をすることにつき正当な理由があるときは、当該他の実施機関

と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案を移送することができる。この場合においては、移送

をした実施機関は、請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなければならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において諾否決定をしなけれ

ばならない。この場合において、移送をした実施機関が移送前にした行為は、移送を受けた実施機

関がしたものとみなす。 

３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が公開請求に係る行政文書の全部又は一部の公開を

承諾する旨の決定（以下「公開決定」という。）をしたときは、移送をした実施機関は、第15条の

規定による行政文書の公開の実施に関して必要な協力をしなければならない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第14条 公開請求に係る行政文書に実施機関及び請求者以外のもの（以下「公開請求に係る第三者」

という。）に関する情報が記録されているときは、実施機関は、諾否決定をするに当たつて、当該

公開請求に係る第三者に対し、公開請求に係る行政文書の表示その他規則（市長が定める規則をい

う。以下同じ。）で定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、公開決定に先立ち、当該公開請求に係る第

三者に対し、公開請求に係る行政文書の表示その他規則で定める事項を書面により通知して、意見

書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該公開請求に係る第三者の所在が判明しな

い場合は、この限りではない。 

(１) 公開請求に係る第三者に関する情報が記録されている行政文書を公開しようとする場合であ

つて、当該情報が第６条第１号エ又は同条第２号ただし書に規定する情報に該当すると認められ

るとき。 
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(２) 公開請求に係る第三者に関する情報が記録されている行政文書を第８条の規定により公開し

ようとするとき。 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた公開請求に係る第三者が当該

行政文書の公開に反対の意思を表示した意見書（以下「反対意見書」という。）を提出した場合に

おいて、公開決定をするときは、公開決定の日と公開を実施する日との間に少なくとも２週間を置

かなければならない。この場合において、実施機関は、当該公開決定後直ちに、当該反対意見書を

提出した公開請求に係る第三者に対し、公開決定をした旨及びその理由並びに公開を実施する日を

書面により通知しなければならない。 

（公開の実施及び方法） 

第15条 実施機関は、公開決定をしたときは、請求者に対し、速やかに、行政文書を公開しなければ

ならない。 

２ 行政文書の公開は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、電磁的記録については

その種別、情報化の進展状況等を考慮して規則で定める方法により行うものとする。 

３ 実施機関は、公開請求に係る行政文書を閲覧の方法により公開する場合において、当該行政文書

を汚損し、又は破損するおそれがあると認めるとき、第７条の規定による部分公開をするとき、そ

の他相当の理由があるときは、前項の規定にかかわらず、当該行政文書の公開に代えて、当該行政

文書を複写したものにより、これを行うことができる。 

（他の法令等による公開との調整） 

第16条 実施機関は、他の法令等（当該法令等の委任に基づく規程を含む。以下この条及び第30条第

１号において同じ。）の規定により、何人にも公開請求に係る行政文書が前条第２項の方法と同一

の方法で公開することとされている場合（公開の期間が定められている場合にあつては、当該期間

内に限る。）には、同項の規定にかかわらず、当該行政文書については、当該他の法令等の定める

ところにより公開を行うものとする。 

２ 実施機関は、他の法令等に公開の定めがある場合において、当該公開の方法が前条第２項の方法

と異なるときは、当該異なる方法に限り、同項の定めるところにより公開を行うことができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、他の法令等の規定に定める公開の方法が縦覧であるとき

は、当該縦覧を前条第２項の閲覧とみなして、第１項の規定を適用する。 

（費用負担） 

第17条 この条例に基づく行政文書の公開に係る手数料は、無料とする。 

２ 第15条第２項の規定による行政文書（同条第３項の規定により当該行政文書を複写した場合にあ

つては、当該複写した物を含む。）の写し（同条第２項の規定により規則で定める方法により写し

以外の物を交付する場合にあつては、当該写し以外の物を含む。以下この項において同じ。）の交

付を行う場合における当該写しの作成及び送付に要する費用は、当該請求者の負担とする。 

第３章 審査請求 

（情報公開審査会への諮問） 

第18条 諾否決定について行政不服審査法（平成26年法律第68号）による審査請求があつたときは、

当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、遅滞

なく、第21条第１項の規定により設置された藤沢市情報公開審査会（次条において単に「藤沢市情

報公開審査会」という。）に諮問し、その議に基づいて、当該審査請求についての裁決をしなけれ

ばならない。 

(１) 審査請求が不適法であり、却下するとき。 

(２) 審査請求に対する裁決で、諾否決定（公開請求に係る行政文書の全部の公開を承諾する旨の

決定を除く。以下この号及び第20条において同じ。）を取り消し、又は変更し、当該審査請求に

係る行政文書の全部の公開を承諾することとするとき。ただし、当該諾否決定について反対意見

書が提出されているときを除く。 

２ 前項の審査請求については、行政不服審査法第９条第１項の規定は、適用しない。 

（諮問をした旨の通知） 

第19条 前条第１項の規定により藤沢市情報公開審査会に諮問をした実施機関（以下「諮問実施機関」

という。）は、次に掲げるものに対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

(１) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第13条第４項に規定する参加人をいう。以下同じ。） 
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(２) 請求者（請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(３) 当該審査請求に係る諾否決定について反対意見書を提出した公開請求に係る第三者（当該公

開請求に係る第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 

第20条 第14条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合について準用する。 

(１) 公開決定に対する公開請求に係る第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(２) 審査請求に係る諾否決定を変更し、当該諾否決定に係る行政文書の全部又は一部の公開を承

諾する旨の裁決（公開請求に係る第三者が反対意見書を提出している場合に限る。） 

第４章 藤沢市情報公開審査会 

（情報公開審査会） 

第21条 第18条第１項の規定による実施機関の諮問に応じ審査請求について調査審議するため、地方

自治法第138条の４第３項の規定に基づき、藤沢市情報公開審査会（以下「審査会」という。）を置

く。 

２ 審査会は、委員５人以内で組織する。 

３ 審査会は、その定めるところにより、部会を設けることができる。 

４ 委員は、情報公開制度に関する識見を有し、かつ、公正な判断を成し得る者のうちから議会の意

見を聴き、市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（審査会の調査権限） 

第22条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、諾否決定に係る行政文書の提

示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会に対し、その提示された行政文書

の公開を求めることができない。 

２ 諮問実施機関は、審査会から前項の規定による求めがあつたときは、これを拒んではならない。 

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、諾否決定に係る行政文書に記録さ

れている情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は整理した資料を作成し、審査会に

提出するよう求めることができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、審査請求人、参加

人又は諮問実施機関（以下「審査請求人等」という。）に意見書又は資料の提出を求めること、適

当と認める者にその知つている事実を陳述させることその他必要な調査をすることができる。 

（意見の陳述） 

第23条 審査会は、審査請求人等から申立てがあつた場合には、当該申立てをした者に口頭で審査請

求に係る事件に関する意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査請求人又は参加人

の所在その他の事情により当該意見を述べる機会を与えることが困難であると認められる場合には、

この限りでない。 

２ 前項本文の規定による意見の陳述（以下この条において「口頭意見陳述」という。）は、審査会

が期日及び場所を指定し、全ての審査請求人等を招集してさせるものとする。 

３ 口頭意見陳述において、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、補佐人とともに出頭す

ることができる。 

４ 口頭意見陳述において、審査会は、審査請求人等のする陳述が審査請求に係る事件に関係のない

事項にわたる場合その他相当でない場合には、これを制限することができる。 

５ 口頭意見陳述に際し、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、審査請求に係る事件に関

し、諮問実施機関に対して質問を発することができる。 

（意見書等の提出） 

第24条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することができる。ただし、審査会

が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければな

らない。 

２ 審査会は、前項の規定により審査請求人等から意見書又は資料が提出された場合には、審査請求

人等（当該意見書又は資料を提出したものを除く。）にその旨を通知するよう努めるものとする。 
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（提出資料の閲覧等） 

第25条 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書又は資料の閲覧又は写し（写し

によりがたい場合において、写し以外の物を交付するときにあつては、当該写し以外の物を含む。

第３項において同じ。）の交付（以下この条において「閲覧等」という。）を求めることができる。

この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理

由があるときでなければ、その閲覧等を拒むことができない。 

２ 審査会は、前項の規定による閲覧等について、日時及び場所を指定することができる。 

３ 第１項の規定による意見書又は資料の写しの交付を行う場合における当該写しの作成に要する費

用は、当該写しの交付を求めるものの負担とする。 

（答申書の送付等） 

第26条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査請求人及び参加人に送付す

るとともに、答申の内容を公表するものとする。 

（規則への委任） 

第27条 前６条に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第５章 藤沢市情報公開制度運営審議会 

（情報公開制度運営審議会） 

第28条 この条例による情報公開制度の公正かつ円滑な運営を推進するため、地方自治法第138条の４

第３項の規定に基づき、藤沢市情報公開制度運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、情報公開制度の運営に関する重要な事項について実施機関の諮問に応じ調査審議して

答申するほか、実施機関に対して建議を行うことができる。 

３ 審議会は、委員15人以内で組織する。 

４ 審議会は、その定めるところにより、部会を設けることができる。 

５ 審議会の委員は、市民及び学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 委員は、再任されることができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第６章 情報公開の総合的推進等 

（情報公開の総合的推進） 

第29条 実施機関は、この条例に定める行政文書の公開と併せて、情報提供施策の拡充を図ることに

より、情報公開の総合的な推進に努めなければならない。 

（会議の公開） 

第30条 実施機関に置く附属機関及びこれに準ずるものは、その会議を公開するものとする。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

(１) 他の法令等に特別の定めがある場合 

(２) 会議の内容が非公開情報に係るものである場合 

(３) 会議を公開することにより、当該会議の適正な運営に著しい支障が生ずると認められる場合 

第７章 出資団体等の情報公開 

（出資団体等の情報公開） 

第31条 市が出資その他財政上の援助を行う団体（以下「出資団体等」という。）は、当該出資その

他財政上の援助の公共性にかんがみ、情報の公開に努めるものとする。 

２ 実施機関は、出資団体等の情報の公開が推進されるよう必要な施策を講じなければならない。 

３ 規則で定める基準に従い実施機関が出資団体等のうちから指定した団体（以下「指定団体」とい

う。）は、この条例の趣旨にのつとり、その管理する文書、図画及び電磁的記録の公開について、

その申出の手続、申出に係る回答に対して異議の申出があつた場合における手続その他必要な事項

を定めた規程を整備し、当該規程を適正に運用するよう努めなければならない。 

４ 実施機関は、指定団体に対し、前項の規程の整備、当該規程の適正な運用その他の情報の公開に

関し必要な事項の指導を行わなければならない。 

５ 指定団体は、公開の申出に係る回答に対して異議の申出があつたときは、当該指定をした実施機

関に対し、助言を求めることができる。 

６ 前項の規定により助言を求められた実施機関は、その求めに応じなければならない。この場合に
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おいて、実施機関は、必要があると認めるときは、審査会の意見を聴くことができる。 

７ 指定団体は、情報公開について定めた当該指定団体の規程の定めるところにより、各年度におけ

る情報公開に係る運用状況について、毎年、当該指定をした実施機関に報告しなければならない。 

８ 実施機関は、前項の規定による報告を受けたときは、当該運用状況を一般に公表しなければなら

ない。この場合において、当該報告を受けた実施機関が市長以外の実施機関であるときは、当該公

表の内容を市長に通知しなければならない。 

９ 第３項に定めるもののほか、指定団体に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

第８章 雑則 

（行政文書の管理等） 

第32条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書を適正に管理するもの

とする。 

２ 実施機関は、行政文書の分類、作成及び保存その他の行政文書の管理に関する必要な事項を定め

るものとする。 

３ 実施機関は、その定めるところにより行政文書の目録を作成し、これを一般の閲覧に供しなけれ

ばならない。 

（運用状況の報告及び公表） 

第33条 市長は、各年度におけるこの条例の運用状況について、毎年、規則で定めるところにより、

議会に報告し、及び一般に公表しなければならない。 

（委任） 

第34条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

第９章 罰則 

（罰則） 

第35条 第21条第７項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は500,000円以下の

罰金に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成13年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に改正前の藤沢市情報公開条例（以下「旧条

例」という。）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この条例中にこれに相当する規定が

ある場合には、この条例の相当規定によつてしたものとみなす。 

３ 施行日前に旧条例第８条第１項の規定により諾否の決定を行つたが、公開を実施していない情報

について、施行日以後に公開を実施する場合における手数料については、なお従前の例による。 

４ 旧条例第13条第１項の規定により置かれた藤沢市情報公開審査会は、この条例第21条第１項の規

定により置く審査会となり、同一性をもつて存続するものとする。 

５ 旧条例第17条第１項の規定により置かれた藤沢市情報公開制度運営審議会は、この条例第27条第

１項の規定により置く審議会となり、同一性をもつて存続するものとする。 

６ この条例の施行の際、現に旧条例第14条第１項の規定により藤沢市情報公開審査会の委員に委嘱

されている者は、この条例第21条第４項の規定により委嘱されたものとみなし、その任期は、同条

第５項の規定にかかわらず、平成14年１月31日までとする。 

７ この条例の施行の際、現に旧条例第18条第１項の規定により藤沢市情報公開制度運営審議会の委

員に委嘱されている者は、この条例第27条第５項の規定により委嘱されたものとみなし、その任期

は、同条第６項の規定にかかわらず、平成14年３月31日までとする。 

（藤沢市個人情報保護条例の一部改正） 

８ 藤沢市個人情報保護条例（昭和62年藤沢市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成15年条例第６号） 

１ この条例は、平成16年１月１日から施行する。ただし、第６条第１号ウの改正規定、同条第２号

の改正規定及び同条第３号の改正規定（独立行政法人等に係る部分に限る。）は、公布の日から施

行する。 
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２ この条例の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成15年条例第17号） 

この条例は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第10条の改正規定は、同年１月１日から施

行する。 

附 則（平成19年条例第８号） 

この条例は、平成19年10月１日から施行する。 

附 則（平成27年条例第27号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、第１条中藤沢市情報公開条例第11条の改正

規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年条例第28号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

（令和６年12月12日条例第30号抄） 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる

罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律

第67号）第２条の規定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この条において「旧刑法」

という。）第12条に規定する懲役（以下この条において「懲役」という。）（有期のものに限る。

以下この条において同じ。）、旧刑法第13条に規定する禁錮（以下この条において「禁錮」という。）

（有期のものに限る。以下この条において同じ。）又は旧刑法第16条に規定する拘留（以下この条

において「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と

長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第６条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例その他の定めによりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例その他の定めの例によるこ

ととされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮

に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘

留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

附 則（令和６年12月12日条例第30号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 
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○藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例 

令和４年12月22日条例第17号 

藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の

施行及び個人情報の保護に関し必要な事項等を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監

査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例において使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する法

律施行令（平成15年政令第507号）で使用する用語の例による。 

（開示情報） 

第３条 法第78条第２項の規定により読み替えて適用される同条第１項の開示することとされている

情報として条例で定めるものは、藤沢市情報公開条例（平成13年藤沢市条例第３号）第６条第１号

ウに掲げる情報（公務員等の氏名で職務の遂行に係る部分に限り、法第78条第１項各号（第２号を

除く。）に該当するものを除く。）とする。 

（開示請求に係る手数料） 

第４条 法第89条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、無料とする。 

２ 保有個人情報（当該保有個人情報が記録された文書等を複写した場合にあっては、当該複写した

物を含む。）の写し（写し以外の物を交付する場合にあっては、当該写し以外の物を含む。以下こ

の項において同じ。）の交付を行う場合における当該写しの作成及び送付に要する費用は、当該開

示請求者の負担とする。 

（個人情報保護審査会） 

第５条 法第105条第３項において準用する同条第１項の規定及び藤沢市議会の個人情報の保護に関

する条例（令和４年藤沢市条例第18号。以下「議会条例」という。）第45条の規定による諮問に応

じ審査請求について調査審議するため、市に、藤沢市個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）

を置く。 

２ 審査会は、委員５人以内で組織する。 

３ 委員は、個人情報保護制度に関する識見を有し、かつ、公正な判断を成し得る者のうちから議会

の意見を聴き、市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 審査会は、その定めるところにより、部会を設けることができる。 

７ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（審査会の調査権限） 

第６条 審査会に諮問をした実施機関及び市議会（以下「諮問庁」という。）は、審査会から行政不

服審査法（平成26年法律第68号）第74条の規定による保有個人情報の提示の求めがあったときは、

これを拒んではならない。 

２ 何人も、審査会に対し、前項の求めに応じて提示された保有個人情報の開示を求めることができ

ない。 

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、保有個人情報に含まれている情報の内容

を審査会の指定する方法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めること

ができる。 

（市議会からの諮問に係る調査審議の手続） 

第７条 議会条例第45条の規定による諮問に係る調査審議の手続については、前条のほか、行政不服

審査法第５章第１節第２款の規定を準用する。 

（規則への委任） 

第８条 前３条に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（個人情報保護制度運営審議会） 
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第９条 個人情報の適切な取扱いを確保するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第

３項の規定に基づき、藤沢市個人情報保護制度運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次条又は議会条例第50条の規定により諮問された事項、特定個人情報保護評価に関す

る規則（平成26年特定個人情報保護委員会規則第１号）第７条第４項に規定する合議体の意見を聴

くものとされる事項及び個人情報保護制度の運営に関する重要事項についての実施機関の諮問に応

じた調査審議を行うものとする。 

３ 審議会は、委員９人以内で組織する。 

４ 審議会の委員は、市民のうちから４人以内及び学識経験を有する者のうちから５人以内で市長が

委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 審議会に、専門委員３人を置き、学識経験を有する者のうちから委嘱された審議会の委員のうち

から選任する。 

８ 専門委員は、審議会の審議事項について専門的に調査研究をするものとする。 

９ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（個人情報保護制度運営審議会への諮問） 

第10条 実施機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱いを確保するた

め専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議会に諮問すること

ができる。 

(１) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(２) 個人情報に関する条例を制定改廃する場合 

(３) 法第66条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

(４) 前３号の場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細則を定めよう

とする場合 

（運用状況の報告及び公表） 

第11条 市長は、各年度における法の運用状況について、毎年、規則で定めるところにより、議会に

報告し、及び一般に公表しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（藤沢市個人情報の保護に関する条例の廃止） 

２ 藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成15年藤沢市条例第７号。以下「旧条例」という。）は、

廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にされた旧条例第20条第１項の規定による管

理情報の開示の請求、第32条の規定による管理情報の訂正の請求、第33条の規定による管理情報の

利用の停止又は消去若しくは廃棄の請求及び第34条の規定による管理情報の目的外のための利用等

の差止め又は中止の請求については、なお従前の例による。この場合において、旧条例第44条第１

項中「第47条第１項」とあるのは、「藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例（令

和４年藤沢市条例第17号）第５条第１項」とする。 

４ 施行日前にされた旧条例第44条の規定による諮問に係る施行日以後の調査審議及び前項の規定に

より読み替えてなお従前の例によることとされた旧条例第44条第１項の規定による諮問に係る調査

審議は、第５条第１項の規定により設置された審査会が行うものとする。 

５ この条例の施行の際現に旧条例第47条第４項の規定により委嘱された審査会の委員である者は、

施行日に、第５条第３項の規定により、審査会の委員として委嘱されたものとみなし、その任期は、

同条第４項の規定にかかわらず、令和６年３月31日までとする 

６ 第４項の規定により調査審議を行う場合の手続は、旧条例第48条から第53条までの規定の例によ

る。 

７ 第３項の規定によりなお従前の例によることとされた旧条例第22条の規定による開示請求に係る

諮問、施行日前にされた旧条例第54条２項第２号の規定による調査審議及び同項第３号の規定によ
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る建議は、第９条第１項の規定により置かれた審議会が行うものとする。 

８ この条例の施行の際現に旧条例第54条第４項の規定により委嘱された審議会の委員である者は、

施行日に、第９条第４項の規定により、審議会の委員として委嘱されたものとみなし、その任期は、

同条第５項の規定にかかわらず、令和５年10月31日までとする。 

９ 第７項の規定による審議会の運営等は、なお従前の例による。 

10 この条例の施行の際現に旧条例第54条第７項の規定により選任された審議会の専門委員である者

は、施行日に、第９条第７項の規定により、審議会の専門委員として選任されたものとみなす。 

11 施行日前にした行為（デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年

法律第37号）附則第10条第１項の規定により当該行為を処罰する規定がその効力を失うこととされ

ているもの及び同条第２項の規定により当該行為に対する処罰がなお従前の例によることとされて

いるものを除く。）に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正） 

12 藤沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成15年藤沢市条例第19号）の一部

を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

56



 

○藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例施行規則 

令和４年12月23日規則第25号 

藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例（令和４年藤沢市条

例第17号。以下「条例」という。）の委任事項並びに個人情報の保護に関する法律（平成15年法律

第57号。以下「法」という。）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号。以下

「政令」という。）、個人情報の保護に関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会規則第

３号。以下「法施行規則」という。）及び条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、法、政令、法施行規則及び条例において使用する用語の

例による。 

（提供を受ける者に要求する措置） 

第３条 法第70条の規定により保有個人情報の提供を受ける者に要求する措置は、次に掲げる措置と

する。 

(１) 次に掲げる事項の防止 

ア 提供を受けた保有個人情報（以下この号及び次号において「提供資料」という。）を当該提

供を受けた目的以外の目的のために使用すること。 

イ 提供を受けた者以外のものに対し、提供資料を提供すること。 

ウ 提供資料の複写及び複製 

(２) 提供資料を使用した後の返還又は廃棄 

(３) 個人情報の保護に関する内部管理規程の整備 

(４) 事故が発生した場合における提供した実施機関への報告 

(５) 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保護について必要な措置 

（電磁的記録の開示の方法） 

第４条 電磁的記録の開示は、当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは

視聴、電磁的記録媒体に複写したものの交付又は用紙に出力したものの閲覧若しくは交付の方法に

よる。ただし、当該方法によりがたいときは、開示の決定をした実施機関が適当と認める方法によ

り行うものとする。 

２ 法第87条第１項の規定により交付する写し又は前項の規定により交付する複写したもの若しくは

出力したものの部数は、１の請求につき１部とする。 

（費用の額等） 

第５条 条例第４条第２項に規定する写しの作成及び送付に要する費用の額は、別表のとおりとする。 

２ 前項に規定する費用は、前納とする。 

３ 政令第28条第４項の規則で定める方法は、郵便切手又は特定封筒郵便物による納付とする。 

（審査会の会長） 

第６条 条例第５条第１項の規定による藤沢市個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に会

長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（審査会の会議） 

第７条 審査会は、会長が招集する。 

２ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員（会長を除く。）の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

（審査会の庶務） 

第８条 審査会の庶務は、個人情報保護制度主管課において処理する。 

（審査会の委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮って定
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める。 

（審議会の会長及び副会長） 

第10条 条例第９条第１項の規定による藤沢市個人情報保護制度運営審議会（以下「審議会」という。）

に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第11条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員（会長を除く。）の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第12条 審議会は、必要があると認めるときは、専門的事項に関し学識経験を有する者、実施機関の

職員その他の調査審議すべき事項に関係のある者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことがで

きる。 

（運用状況の報告） 

第13条 審議会は、各年度における個人情報保護制度の運用状況について、実施機関に報告を求める

ことができる。 

（審議会の庶務） 

第14条 審議会の庶務は、個人情報保護制度主管課において処理する。 

（審議会の委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 

（運用状況の報告及び公表） 

第16条 条例第11条の規定により議会に報告するときは、次に掲げる事項を記載した報告書を議会に

提出して行うものとする。 

(１) 保有個人情報の開示請求及び訂正等の請求の件数 

(２) 当該請求に対する承諾及び拒否の件数 

(３) 不服申立ての件数 

(４) 不服申立ての処理状況 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 条例第11条の規定により一般に公表するときは、前項各号に掲げる事項を告示し、及びこの市の

広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

附 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 藤沢市個人情報の保護に関する条例施行規則（平成15年藤沢市規則第19号） 

(２) 藤沢市個人情報保護審査会規則（平成15年藤沢市規則第24号） 

(３) 藤沢市個人情報保護制度運営審議会規則（平成15年藤沢市規則第25号） 

別表（第５条関係） 

１ 写しの作成に要する費用の額 

区分 金額 

乾式複写機により作成し、又はプリンターにより出力する日本産業規格

紙加工寸法Ａ列３番までの大きさの用紙で単色（黒色）刷りのもの 

１枚につき10円 

乾式複写機により作成する日本産業規格紙加工寸法Ｂ列４番までの大き

さの用紙で多色刷りのもの 

１枚につき50円 

乾式複写機により作成する日本産業規格紙加工寸法Ｂ列４番を超え、Ａ

列３番までの大きさの用紙で多色刷りのもの 

１枚につき80円 

上記以外のもの 作成に要する費用の額 
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備考 両面印刷をする場合は、片面を１枚としてこの表の規定を適用する。 

２ 写しの送付に要する費用の額 郵送料の額 
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別添１

凡 例

有料 （２８施設）

自転車等放置禁止区域

6 藤沢駅南口

10 藤沢駅南口第2

24片瀬江ノ島駅第1

9藤沢駅南口路上

8 藤沢駅南口第2ミニバイク

7 藤沢駅南口路上第2

4藤沢駅北口第2

3 藤沢駅北口

1 藤沢駅北口市役所前第1

2藤沢駅北口市役所前第2

27 江ノ島駅

25 鵠沼海岸駅

21善行駅東口
22善行駅西口

19六会日大駅西口 20 六会日大前駅東口

16湘南台駅東口地下

14長後駅東口

15長後駅西口

11 辻堂駅北口

13 辻堂駅南口

12 辻堂駅北口交通広場

17 湘南台駅東口路上第１

18湘南台駅東口路上第２

5藤沢駅北口路上

23藤沢本町駅24 藤沢本町駅第2

28本鵠沼駅第１



 

別添２ 

 

- 1 - 

 

        藤沢市自転車等駐車場施設の概要  （2026年 6月基準） 

 １ 

施設の名称 藤沢駅北口市役所前第１自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢３９２番地３ 

施設の設置年 昭和６３年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地上３階建 

床面積： ８４８．４９㎡ 

収容台数 
自転車    ４５７台 

原動機付自転車 ２５台 

利用区分 定期利用 

収容形態 
平置き           【自転車・原動機自転車】 

平置き（思いやりスペース） 【自転車】 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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２ 

施設の名称 藤沢駅北口市役所前第２自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢３８３番地３ 

施設の設置年 平成元年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造１階建 

床面積： ３９２．６２㎡ 

収容台数 自転車 ５１２台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 

２段式ラック（上段固定式、下段スライド式） 

２段式ラック（上下固定式） 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 藤沢駅北口市役所前第１自転車駐車場から巡回管理 

 

 

 

 



 

 

 

 

- 3 - 

 

３ 

施設の名称 藤沢駅北口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢４３８番地８ 

施設の設置年 平成８年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地下１階地上３階建 

床面積： １，４９９．９４㎡ 

収容台数 
自転車     ７６９台 

普通自動二輪車  ６５台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
平置き       【自転車・普通自動二輪車】 

チェーンロック装置 【普通自動二輪車：一時】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置（２階）    【自転車：一時】 

・チェーンロック装置（地階）【普通自動二輪車：一時】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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４ 

施設の名称 藤沢駅北口第２自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢５７４番地３ 

施設の設置年 平成２７年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地下１階地上３階建 

床面積： １，９９６．３０㎡ 

収容台数 
自転車     ８９０台 

原動機付自転車 ２００台 

利用区分 一時・定期 

収容形態 

前輪式ラック       【自転車】 

平置き          【原動機付自転車】 

平置き（思いやりスペース）【自転車】 

２段式ラック（上下固定式）【自転車】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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５ 

施設の名称 藤沢駅北口路上自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢５７０番１ 

施設の設置年 令和３年 

施設の構造等 
構造  ： 路上（屋根なし） 

敷地面積： ５８．８㎡ 

収容台数 自転車 ３６台 

利用区分 一時利用 

収容形態 電磁ラック装置 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 藤沢駅北口第２自転車等駐車場から巡回管理 
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６ 

施設の名称 藤沢駅南口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市南藤沢１９番地３ 

施設の設置年 平成２年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地下１階地上３階建 

床面積： １，４０５．７９㎡ 

収容台数 
自転車     ９１４台 

原動機付自転車 １７０台 

利用区分 一時利用 

収容形態 

スライド式ラック     【自転車】 

傾斜式ラック       【自転車】 

平置き（思いやりスペース）【自転車】 

平置き          【原動機付自転車】 

管理形態 
一時利用：有人管理（６時３０分～２０時００分） 

定期利用：機械管理（定期更新機） 

供用時間 
一時利用：６時３０分～２０時００分 

定期利用：２４時間 

有人時間 ６時３０分～２０時００分 

備考 一時利用は有人管理 
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７ ８ 

施設の名称 
藤沢駅南口路上第２自転車駐車場及び藤沢駅南口第２ミニ

バイク駐車場 

施設の所在地 藤沢市南藤沢１８番地 

施設の設置年 平成１２年（令和５年に一時閉鎖、代替地に移設） 

施設の構造等 
構造  ： 平面式（屋根なし） 

敷地面積： ５４９．７９㎡ 

収容台数 
自転車 ２７１台 

原動機付自転車 ２５台 

利用区分 一時利用 

収容形態 平置き 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 

藤沢駅南口自転車等駐車場から巡回管理 

令和５年に藤沢駅南北自由通路拡幅整理事業に伴い閉鎖

し、代替地に移設 
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９ 

施設の名称 藤沢駅南口第２自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市鵠沼橘一丁目２６番地 

施設の設置年 平成１２年 

施設の構造等 
構造  ： 平面式（屋根あり） 

敷地面積： ５４０．７６㎡ 

収容台数 自転車 １５１台 

利用区分 一時利用 

収容形態 平置き 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 藤沢駅南口自転車等駐車場から巡回管理 
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１０ 

施設の名称 藤沢駅南口路上自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市南藤沢１２番１地先 

施設の設置年 平成２５年 

施設の構造等 
構造  ： 路上（屋根なし） 

敷地面積： ５３㎡ 

収容台数 自転車 ５６台 

利用区分 一時利用 

収容形態 電磁ラック装置 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 藤沢駅南口自転車等駐車場から巡回管理 
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１１ 

施設の名称 辻堂駅北口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市辻堂新町一丁目２０００番地１６ 

施設の設置年 平成２年 

施設（建物）の構造等 

構造 ： 鉄骨造地下１階地上３階建 

     屋外バイク駐車場併設 

床面積： ２，４５４．６２㎡ 

収容台数 
自転車   １，１３８台 

原動機付自転車 ２４６台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
平置き       【自転車・原動機付自転車】 

チェーンロック装置 【原動機付自転車：一時】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置（１階・３階） 【自転車：一時・定期】 

・チェーンロック装置（地階）【原動機付自転車：一時】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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１２ 

施設の名称 辻堂駅北口交通広場自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市辻堂神台一丁目２２番地 

施設の設置年 平成２１年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地上２階建（デッキ下２層式） 

床面積： ９２１．６０㎡ 

収容台数 自転車 ５７７台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 

スライド式ラック 

２段式ラック（上段垂直式、下段スライド式） 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考 定期利用は市内在住のみ 
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１３ 

施設の名称 辻堂駅南口自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市辻堂一丁目１３７１番地１ 

施設の設置年 平成２年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地上３階建 

床面積： ９４８．２９㎡ 

収容台数 自転車 ７７７台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 平置き 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置【一時利用】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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１４ 

施設の名称 長後駅東口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市長後６９７番地１ 

施設の設置年 平成５年 

施設（建物）の構造等 

構造 ： 鉄骨造地上３階建 

     屋外バイク駐車場併設 

床面積： １，２１０．２２㎡ 

収容台数 
自転車    ７６３台 

原動機付自転車 ７３台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 平置き 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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１５ 

施設の名称 長後駅西口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市下土棚５０７番地３ 

施設の設置年 平成２７年 

施設（建物）の構造等 
平面式 

床面積： ７４７．６１㎡ 

収容台数 
自転車     ４０７台 

原動機付自転車  ３５台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 

前輪式ラック        【自転車】 

平置き（思いやりスペース） 【自転車】 

平置き           【原動機付自転車】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  

 

 



 

 

 

 

- 15 - 

 

１６ 

施設の名称 湘南台駅東口地下自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市湘南台一丁目４３番地１３ 

施設の設置年 平成１１年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 平面式（地下１階） 

床面積： ９８７．８０㎡ 

収容台数 自転車 ６２５台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
平置き 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ０時００分～１時００分、５時００分～２４時００分 

有人時間 ６時４５分～１８時３０分 

備考 
１時００分～５時００分までの間は、施設への入出場はで

きません。 
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１７ 

施設の名称 湘南台駅東口路上第１自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市湘南台１丁目４３番地１ 

施設の設置年 平成３１年 

施設（建物）の構造等 
構造  ： 路上（屋根なし） 

敷地面積： １６０．８２㎡ 

収容台数 自転車 １０５台 

利用区分 一時利用 

収容形態 電磁ラック装置 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考  
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１８ 

施設の名称 湘南台駅東口路上第２自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市湘南台１丁目４３番地１５ 

施設の設置年 平成３１年 

施設（建物）の構造等 
構造  ： 路上（屋根なし） 

敷地面積： ９０．３㎡ 

収容台数 自転車 ４１台 

利用区分 一時利用 

収容形態 電磁ラック装置 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考  
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１９ 

施設の名称 六会日大前駅東口自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市亀井野一丁目３６番地１ 

施設の設置年 平成１８年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地上３階建 

床面積： ４１５．０５㎡ 

収容台数 自転車 ３２５台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
２段式ラック（上段固定式、下段スライド式） 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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２０ 

施設の名称 六会日大前駅西口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市亀井野１７７２番地１ 

施設の設置年 平成９年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地下１階地上１階建 

床面積： ９４３．０２㎡ 

収容台数 

自転車     ２９０台 

原動機付自転車  ７１台  

普通自動二輪車  ４４台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 

平置き          【自転車・バイク】 

平置き（思いやりスペース）【自転車】 

チェーンロック装置      【バイク：一時】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置     【自転車】 

・チェーンロック装置 【バイク：一時】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～１８時４５分 

備考  
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２１ 

施設の名称 善行駅東口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市善行七丁目３４１３番地３ 

施設の設置年 平成３１年 

施設（建物）の構造等 構造 ： 平面式 

収容台数 

自転車    １３８台 

原動機付自転車 ４５台 

普通自動二輪車 ２１台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 

２段式ラック（上下固定式） 【自転車】 

平置き（思いやりスペース） 【自転車】 

平置き           【原動機付自転車】 

チェーンロック装置     【普通自動二輪車】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置     【自転車・原動機付自転車】 

・チェーンロック装置 【普通自動二輪車】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 六会日大前駅東口から巡回管理 
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２２ 

施設の名称 善行駅西口自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市善行一丁目３番地 

施設の設置年 平成２９年 

施設（建物）の構造等 構造 ： 平面式 

収容台数 

自転車     １９台 

原動機付自転車 ８１台 

普通自動二輪車 １５台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
電磁ラック装置   【自転車】 

チェーンロック装置 【バイク】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置   【自転車】 

・チェーンロック装置 【バイク】 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 六会日大前駅西口から巡回管理 
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２３ 

施設の名称 藤沢本町駅自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢四丁目６３０９番８ 

施設の設置年 令和４年 

施設の構造等 構造  ： 平面式 

敷地面積： ７１９．８６㎡ 

収容台数 自転車 ５９０台 

利用区分 一時利用 

収容形態 ２段式ラック（上段垂直式、下段スライド式） 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時４５分～９時４５分（土日・祝日を除く） 

備考  
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２４ 

施設の名称 藤沢本町駅第２自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市藤沢四丁目６３４６番１ 

施設の設置年 令和４年 

施設の構造等 構造  ： 平面式 

敷地面積： ２３４．８２㎡ 

収容台数 自転車 ８６台 

利用区分 一時利用 

収容形態 平置き 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 藤沢本町駅自転車駐車場から巡回管理 
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２５ 

施設の名称 鵠沼海岸駅自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市鵠沼海岸二丁目５３３５番地１ 

施設の設置年 平成６年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 鉄骨造地上２階建 

床面積： １，１８１．６０㎡ 

収容台数 

自転車  １，０９４台 

原動機付自転車 ２７台 

普通自動二輪車 １１台 

利用区分 一時利用・定期利用 

収容形態 
平置き       【自転車】 

チェーンロック装置 【普通自動二輪車】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置     【自転車・原動機付自転車】 

・チェーンロック装置 【普通自動二輪車】 

・定期更新機 

供用時間 ２４時間 

有人時間 ６時３０分～１９時００分 

備考  
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２６ 

施設の名称 片瀬江ノ島駅第１自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市片瀬海岸二丁目２９３２番１３０４ 

施設の設置年 令和２年 

施設の構造等 構造  ： 平面式 

敷地面積： ２１９．５２㎡ 

収容台数 自転車 ３０８台 

利用区分 一時利用 

収容形態 ２段式ラック（上段垂直式、下段スライド式） 

平置き 

平置き（思いやりスペース） 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 鵠沼海岸駅自転車等駐車場から巡回管理 
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２７ 

施設の名称 江ノ島駅自転車等駐車場 

施設の所在地 藤沢市片瀬海岸一丁目２６２１番３ 

施設の設置年 令和３年 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 平面式 

床面積： ７７４．５４㎡ 

収容台数 

自転車    １２３台 

原動機付自転車 ５４台 

普通自動二輪車 ２７台 

利用区分 一時利用 

収容形態 

フットレバー式スライドラック 【自転車】 

平置き（思いやりスペース）  【自転車】 

チェーンロック装置      【バイク】 

管理形態 

機械管理（休業日なし） 

・ゲート装置     【自転車】 

・チェーンロック装置 【バイク】 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 鵠沼海岸駅自転車等駐車場から巡回管理 
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２８ 

施設の名称 本鵠沼駅第１自転車駐車場 

施設の所在地 藤沢市本鵠沼三丁目５,９２０番７ 

施設の設置年 令和８年１０月１日供用開始（予定） 

施設（建物）の構造等 
構造 ： 平面式（屋根なし）  

床面積： １５５．６９㎡ 

収容台数 自転車 ８３台 

利用区分 一時利用 

収容形態 電磁ラック装置 

管理形態 
機械管理（休業日なし） 

・電磁ラック装置 

供用時間 ２４時間 

有人時間 なし 

備考 キャッシュレス決済専用施設 
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